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「１．食料基地としての役割の強化」に向けた主な取組事例（１）

取組事例 クリーン農業の推進、クリーン農産物の表示制度の導入など

部会報告 ○ 農山漁村における循環型社会の先駆的構築

該当箇所 ・北海道の冷涼な気候風土を活かしたクリーン農業の推進や流域全体で良好な

水域環境を保全することによる安全で安心な水産物の生産と、そのことを示

す分かりやすい指標等を活用した北海道農水産物のブランド化の推進

取組の概要 １．北海道の優位性を発揮したクリーン農業を北海道農業のスタンダードとす

るため、クリーン農業技術の開発・普及、産地・生産者の取組の促進、消費

者や量販店などに理解してもらうためのＰＲ等の取組に対し支援する。

２．北のクリーン農産物( )表示制度( ～)が消費者にさらに信YES!clean H12.2

頼されるものとなるよう、制度の充実と対象産地の拡大を図る。

・クリーン農業の普及拡大を図るため 「 登録生産集団」( 現在、 YES!clean H16.2

団体)の登録に向けた産地の取組を支援:178

・量販店等と連携した販売フェアや常設販売コーナーでのＰＲ活動等を支援

・地域のイベント等を活用して、消費者にクリーン農業と 農産物をYES!clean

ＰＲ

３．本道農業が消費者の期待と信頼にー層応えていけるよう、有機農業の取組

を推進する。

・市町村段階で実施される有機農業の取組に対して支援

・生産者と消費者が連携した有機農産物市場拡大の取組を支援

・農業試験場において有機農業の安定生産技術の開発を進める。

４．クリーン農業の推進の一環として、農業に起因する硝酸性窒素による地下

水汚染地域において環境負荷低減対策を実施する。

・施肥改善への指導･普及

・環境負荷を軽減するための総合的な窒素管理技術の開発を進める。

取組の主体 北海道庁、農協、営農集団 等

そ の 他 予算措置

○ クリーン農業総合推進事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)H3 53

うち(継)クリーン農業産地拡大事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)H13 H17 8

継)クリーン農業推進事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)うち( H13 H17 4

など



（参 考 資 料）

クリーン農業の推進

消費者の信頼のもとで、２１世紀においてクリーン農業が北海道農業のスタンダ

ードとなるように、クリーン農業の産地拡大を促進する施策、事業を総合的に実施

する。

○ クリーン農業技術の開発・普及

○ 消費者や実需者へのクリーン農業のＰＲ

○ ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ表示制度の推進

○ クリーン農業の推進体制の強化 など

◇ ２１世紀におけるクリーン農業の展開

■ 技術開発・普及

・土づくりの推進 ○ クリーン農業技術開発推進事業

・化学肥料・農薬の低減技術の開発・普及 ○ 有機農業技術普及促進事業è
・環境保全機能の把握と活用 ○ クリーン農業推進事業

・対象作物の拡大と技術の体系化

・有機農業技術の促進 など

○ クリーン農業産地拡大事業■ 生産・流通販売

・クリーン農産物の生産拡大(産地育成) (産地育成促進事業)

・クリーン農産物の流通販売対策 ○ クリーン農業推進協議会運営事業è
・クリーン農産物の表示制度の充実・定着 ○ クリーン農業推進事業

(新しいYES!clean認証制度整備費)

など ○ 有機農業推進事業

■ 農業・農村環境、推進体制

・土壌の透排水の改良等生産基盤の整備 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用ﾌﾛﾝﾃｨｱ推進事業

・家畜ふん尿の適正な管理と処理 ○ クリーン農業推進事業è
・農業用廃プラスチックの適正な処理 ○ クリーン農業産地拡大事業

・クリーン農業推進体制の充実強化 など (地域推進体制整備事業)



「１．食料基地としての役割の強化」に向けた主な取組事例（２）

取組事例 自然冷熱エネルギーを活用した農産物貯蔵物流拠点の構築に関する調査

部会報告 ○ 生産から消費に至る総合的なフードシステムの確立

該当個所 ・一次産業と、食品加工や外食といった食関連産業間の連携強化に対する支

援

取組の概要 １．産学官からなる「食糧貯蔵の自然冷熱利用と流通を考える会」が、苫小

牧を中心として自然冷熱利用型の貯蔵庫によって、北海道の農産物の高品

質化を図り、あわせてこれを通年の流通システムにのせるしくみづくりを

目指し、研究を重ねている。

この一環として、同会の世話役である民間企業が、氷を利用した冷熱貯

蔵庫を設け、農産物の通年貯蔵と大消費地への出荷試験を行っているとこ

ろ。

２．当局では、同「考える会」の目指すものが、

・食品加工業の展開を含めた農産物の高付加価値化

・収穫期に集中している道外への農産物出荷（移出）を平準化すること

による、北海道の物流構造（移入／移出の不均衡に伴う高い物流コス

ト）の改善と出荷調整による収益改善

に寄与することが期待されることから、平成１５年度の北海道特定開発事

業推進調査により実現に向けた支援を実施。

取組の主体 北海道局

調査に当たっては、上記「考える会 と連携」（委員長：浦野慎一北海道大学大学院農学研究科教授）

して実施。

その他 予算措置 平成１５年度 ３０百万円



調 査 の 概 要 －農産物貯蔵物流関係－

　・苫小牧地域に自然冷熱エネルギーを活用した農産物貯蔵施設などを立地することにより、本州方面へ
の輸送に空コンテナを活用した低コストの物流システムの構築や農産物の高付加価値化が期待できるが、
その実現に最適な条件等について調査検討を行う。

農水産品生産地

自然冷熱エネルギーを
活用した貯蔵

食料加工業

苫東地域

道外へ

年間を通じた安定的
な食料の輸送

出荷調整

食料の安定供給

道内産業の活性化

新たな関連産業
の発生



「１．食料基地としての役割の強化」に向けた主な取組事例（３）

取組事例 トレーサビリティシステムの構築、愛食運動の展開など

部会報告 ○ 生産から消費に至る総合的なフードシステムの確立

該当箇所 ・ 食」の生産、流通及び消費に関係する人々が一体となった、食文化の創造「

及び食品の生産、加工等に関する正確な情報を発信するシステムの構築やＨ

ＡＣＣＰなどの品質管理の徹底等による北海道ブランドの信頼性の確立

取組の概要 １ 「道産食品『安全・安心フードシステム』推進方針」(平成 年９月策定)． 14

などに基づき、道産食品の安全・安心を確保するための取組を推進する｡

・道産食品の安全・安心に関する幅広い道民の意見・要望を伺い、条例の検討

や道政に反映するための会議を開催

・道民の理解や関心を深めるための情報誌を作成し、道民に配布

２．牛肉をはじめ米、野菜、豚肉、水産物、きのこ、加工食品などの品目を対

象にトレーサビリティシステムの導入を進めていく。

・牛肉について、農場情報などを提供するシステムの整備を支援

・牛肉以外の品目について、導入に向けたシステムのあり方などの検討、モデ

ル実証等の実施に係る支援

３．安全・安心を基本とした優れた品質特性を評価する道産食品独自の表示認

証制度については、モデル認証事業を通じた検証を行った上で制度を確立し

順次対象品目を拡大するなど、本格的な運用を進めていく。

・認証マークの公募、作成、モデル品目(ロースハム)の認証基準等の策定

・新たな品目の認証基準の策定と道独自の認証制度の早期普及

４．道産食品の安全・安心の確保につながる施策を積極的に展開するため、北

海道らしい「食」に関する条例を制定する( )。H16

・｢スローフード｣運動を推進するため、普及啓発情報の雑誌掲載や冊子作成、

シンポジウムの開催

・愛食の日(仮称)を制定( )し、流通や道民の参加を得ながら愛食運動を展開H16

取組の主体 北海道庁、農業団体、市町村 等

そ の 他 予算措置

○(継)安全・安心フードシステム推進費( ～ ⑯道予算額 百万円)H14 16 1.2

○(継)トレーサビリティシステム導入促進事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)H15 55

○(継)道産食品独自認証制度推進事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)H14 7

○(継)北の大地のめぐみ愛食総合推進事業費( ～ ⑯道予算額 百万円)H12 H20 90

など



（参 考 資 料）

道産食品「安全・安心フードシステム」のめざす姿

生産、製造・加工から流通、消費に至るまでの各段階で、道産食品の安全・安心

を継続的に確保できる仕組みを確立し、消費者の視点に立った道産食品「安全・安

心フードシステム」を関係者が一体となって構築します。

○ 農林水産物など生産段階における、安全で良質な食品の生産の拡大

○ 食品の製造・加工段階における衛生管理の向上

○ 品目ごとの生産、製造・加工から流通に至る情報を的確に提供するためのトレ

ーサビリティシステムなどの整備

○ 道産食品の地域特性や優位性を最大限活かした道独自の表示・認証制度の創設

○ 構築されたそれぞれのシステムが適正に運営されているか評価・監視する体制

の整備

これら対策を包含して機能するシステムをイメージ

〈 道産食品「安全・安心フードシステム」のイメージ 〉

道産食品「安全・安心」フードシステム

客観性、中立性を重視したチェック体制

※品目ごとの特性に応じた総合的かつ柔軟なパッケージ・システム

※重点品目、実現に向けた制度設計が可能なものから検討し、随時運用

生産 消費製造・加工 流通
野菜、牛肉、
水産物等

●クリーン農業の推進

生産、製造・加工、流通履歴情報の積極的開示

●食品のトレーサビリティ・システム等の構築
（消費者などから生産、製造・加工、流通段階の情報をさかのぼって把握できるシステム）

●北海道独自の認証制度の確立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（道産食品の地域特性や優位性を最大限に活かした道独自の認証制度づくり）

●HACCPやこの概念に基づく衛生管理の導入促進

表示（情報）の確認・認証

●漁獲から消費に至る衛生管理の推進 等

　　安全で良質な食品の生産拡大

道産食品「安全・安心」フードシステム

客観性、中立性を重視したチェック体制

※品目ごとの特性に応じた総合的かつ柔軟なパッケージ・システム

※重点品目、実現に向けた制度設計が可能なものから検討し、随時運用

生産 消費製造・加工 流通
野菜、牛肉、
水産物等

●クリーン農業の推進

生産、製造・加工、流通履歴情報の積極的開示生産、製造・加工、流通履歴情報の積極的開示

●食品のトレーサビリティ・システム等の構築
（消費者などから生産、製造・加工、流通段階の情報をさかのぼって把握できるシステム）

●北海道独自の認証制度の確立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（道産食品の地域特性や優位性を最大限に活かした道独自の認証制度づくり）

●HACCPやこの概念に基づく衛生管理の導入促進

表示（情報）の確認・認証表示（情報）の確認・認証

●漁獲から消費に至る衛生管理の推進 等

　　安全で良質な食品の生産拡大



「１．食料基地としての役割の強化」に向けた主な取組事例（４）

取組事例 「わが村は美しく－北海道」運動の展開

部会報告 ○ 北海道型田園コミュニティの創造

該当箇所 ・ わが村は美しく－北海道」運動の展開「

取組の概要 １ 「わが村は美しく－北海道」運動は、北海道のクリーンな魅力を一つの．

ブランドとして消費者の安全・健康志向に応えるとともに、本州にはない

広大な農村空間などの魅力を地域の資源として活用し、活力のある農山漁

村を築くため、住む人が自慢できる美しい景観の形成、農林水産物や特産

物のブランド化、これらの魅力を求めて訪れる都市住民等との交流という

３つの観点から、住民主体の活動を展開するもの。

２．国土交通省では、平成１２年度より各界の有識者からなる「北海道田園

」 、 、 、委員会 を設置し 運動の推進 支援のあり方等について検討を行うなど

「わが村は美しく－北海道」運動の推進を図ってきたところである。平成

１４年には北海道開発局主催にて地域住民主体の優れた取組みを表彰する

ことを通じて、活動団体への支援や他地域への啓発を図ることを目的とし

た「わが村は美しく－北海道」運動第１回コンクールを開催。７０市町村

から１１４団体１２６件の応募があった。

３．平成１５年度においては、運動の更なる展開に向け、第４回北海道田園

委員会を開催し、今後の活動方針や第 回コンクールについて審議を行っ2

たほか、第１回コンクール後における地域活動団体へのサポートとして、

ＨＰなどによる情報発信やシンポジウム等を実施。その他、平成１５年４

月には、運動の趣旨に賛同するＮＰＯ法人が設立され、活動団体の交流会

や講演会が実施されている。

４．第１回コンクール参加団体では、その後も新規特産物の開発や新たな交

流イベント等の開催、講演等による他地域への普及などの活動の展開を図

っている。

５．第２回コンクールは、平成１６年４月より募集を開始し、平成１７年１

月に表彰を行う予定。

取組の主体 北海道局、北海道庁、地域住民、企業、ＮＰＯ等

そ の 他



北海道田園委員会、コンクール、シンポジウム等の実施

ホームページや記録誌などによる情報提供
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第1回コンクール表彰式 シンポジウムの開催

ホームページ　　　　　
による情報提供　

コンクール記録誌など　
による情報提供　

幌加内そばまつり　　
の来訪者の推移　 第1回コンクールに参加し、

受賞した「幌加内そば祭り
実行委員会」では、受賞後
更に活発な活動を行ってい
る。平成15年は、「世界そば
まつり」として、例年以上の
参加者を集めた。　　　　　　

第2回コンクールに向け、　
運動のＰＲと参加拡大を
目指し、シンポジウムを
開催（案内チラシ）　　　　　

第2回コンクール
の応募用紙　　　

北海道田園委員会の開催



「１．食料基地としての役割強化」に向けた主な取組事例（５）

取組事例 農業関連の構造改革特区

部会報告 ○ 農業構造改革の促進

該当箇所 ・異業種からの参入の促進など農企業の創生に関する北海道からの制度提

案について、特区的手法を含め検討

取組の概要 １．特区の名称と区域

平成１５年１１月認定（１）農村再生特区（千歳市の一部）

平成１６年３月認定（２）有機酪農と有機農業の推進特区（瀬棚町の全域）

平成１６年３月認定（３）赤井川村農村再生特区（赤井川村の全域）

平成１６年３月認定（４）ＮＰＯ農地トラスト特区（栗山町の全域）

２．適用される規制の特例措置の概要

（１）農地取得後の農地の下限面積要件緩和

耕作放棄地等の低利用の農地が相当程度存在する地域において、構造

改革特別区域の設定による特例の適用により、農地取得後の最低経営規

模面積要件（北海道では原則２ｈａ）を地域の実情に応じて１０ａ以上

の下限面積を設定し、新規就農者等の受け入れを促進する。

これにより、農地の保全及び有効利用を通じた地域の活性化を図る。

（千歳市、赤井川村）

（２）農地貸し付け方式による株式会社等の農業経営への参入の容認

耕作放棄地等の低利用の農地が相当程度存在する地域において、構造

改革特別区域の設定による特例の適用により、農業生産法人以外の法人

の農業経営を可能とし、地域農業及び地域経済の活性化を図る。

（特例の概要）

①地方公共団体等は、特定法人(公共団体等と協定を締結し、これに従

い農業を行う等の要件を満たす法人)に、農業委員会等の許可を受け

て、農地等を貸し付けることができる。

②地方公共団体等が特定法人に貸し付けるための農地等の権利取得をす

る場合は、農業委員会等の許可を不要とする。

③地方公共団体等は、特定法人が協定に違反した場合は、知事の許可を

受けないで、賃貸借を解除できる。

（瀬棚町、栗山町）

取組の主体 千歳市、瀬棚町、赤井川村、栗山町

そ の 他



（参考資料）

北海道における農業関連構造改革特区の概要

申請主体 特区の名称 特区の概要

千歳市 農村再生特区 駒里地域では、高齢化と後継者不足による離農が進んでお

り、遊休農地が将来増加すると見込まれ、地域活力の低下が

懸念されている。このため、農地の権利取得後の下限面積要

件を現行の２ から に緩和し、農業に参入しやすい環ha 10a
、 、境を整えることにより 新規就農者の誘致を積極的に推進し

遊休農地を解消しながら、新しい農業者と一体となって地域

の活性化に取り組み、活力ある農村地域として再生すること

を目指す。

瀬棚町 有機酪農と有機 瀬棚町は農業・漁業が主要産業であるが、特に農業では、

農業の推進特区 自然豊かな中山間地域の特性を活かしながら、平成１０年か

ら有機農業の推進を町として積極的に取り組んできている。

一方、農業の後継者不足、農地の遊休化が懸念される状況に

なっているため、特区制度を活用し、町が賃借した農地を株

式会社に貸し付け、地元生産者と協力した有機農業による酪

農・畑作複合経営をモデル的に実施することにより、町全体

の有機農業を活性化させ、持続可能な循環型農業の構築を図

る。

赤井川村 赤井川村農村再 赤井川村は地域を「魅力ある農業・農村地域」として発展

生特区 させることを目標としている。そのため施策の一つとして、

新規就農を希望する者の農地取得に係る初期投資の軽減を図

るため、構造改革特別区域の指定を受け、農地取得後の農地

の下限面積要件を に緩和し、農業に参入しやすい環境を30a
整えることにより、農地の効率的活用と農地の保全管理が適

切に行われるよう誘導する。

、 、栗山町 ＮＰＯ農地トラ 本区域の農業の現状は 高齢化の進展と農家の減少が進み

スト特区 将来的に農地を託す担い手が十分でなく、遊休農地の増大が

。 、懸念されている このため町と農協で農業振興公社を設立し

併せて農地保有合理化法人の認定を受けて平成１６年度から

本格的に農地流動化対策を推進していく。この公社を介し、

農地流動化面積を本地域農地の１２％にあたる７５０ をha
目標として運営していく考えであり、本特区により特定非営

利活動法人への農地の賃貸借を行うことにより遊休農地の防

止と担い手育成を図る。



「２．新たな産業育成～新エネルギー」に向けた主な取組事例（１）

取組事例 ・燃料電池の普及啓発にも資する一般公開型実証実験の実施

・北海道大学発の水素貯蔵・供給技術である有機ハイドライドの一般実用化

に向けた実証実験の実施

・燃料電池の普及啓発に向けた公開型実証実験や公共分野での先導的導入の実施部会報告

・北海道発の技術革新の成果を地域に定着させることによる燃料電池関連産業の集積該当箇所

１．目的取組の概要

副大臣会議燃料電池プロジェクトチーム報告書の提言等から、北海道の地域特性を踏

まえ、北海道を燃料電池の先導的モデル地域とし、燃料電池活用型社会に向けた構想の

、 、形成 普及啓発のための公開型実証実験や公共分野での先行導入などの取組みを推進し

北海道発の技術革新の成果を積極的に地域に定着させ、燃料電池関連産業の集積を図る

ことを目指す。

２．実施内容

（１）平成 年度14

北海道大学の水素貯蔵・供給システムの耐久性や効率性等の検証とともに燃料電池

の普及・啓発を促進するために、有機ハイドライドによる水素供給技術を活用した水

素・燃料電池の稼動デモンストレーションを実施。

・公開期間 年 月 日（土）～ 月 日（日）14 7 27 8 11

・公開場所 札幌市東区（サッポロさとらんど）

・見学者数 人（１日当たり 人 （さとらんど入場者数）38,440 2,403 ）

（２）平成 年度15

平成 年度の実証実験をスケールアップした、有機ハイドライドによる水素の安定14

供給及び燃料電池から発生する熱・電気のエネルギー利用ネットワーク構築に関する

実証実験、稼動デモンストレーションを行うとともに、地域エネルギー供給事業等燃

料電池関連産業を育成するための方策を検討。

・公開期間 年 月 日（土）～ 月 日（日）16 1 10 1 18

・公開場所 札幌市厚別区（札幌市青少年科学館）

・見学者数 人（１日当たり 人 （科学館入場者数）11,856 1,371 ）

（３）平成 年度16

燃料電池の熱電併給発電という特性を充分に活用するため、燃料電池と地下蓄熱技

術を組合せた実証実験により、効率的な熱エネルギー利用のためのシステムとしての

運用及び一体的制御について検討。

地域特性を活かしたエネルギー活用社会形成調査検討委員会取組の主体

北海道局、北海道経済産業局、北海道庁、札幌市、北大、慶大、道経連ほか

水素・燃料電池関係施策予算額（北海道開発計画費）そ の 他

平成 年度： 百万円（環境にやさしいエネルギーを活用した北の街づくり）14 60

平成 年度： 百万円（地域特性を活かしたエネルギー活用社会形成モデル事業）15 280

平成 年度： 百万円（熱利用技術を核とした水素社会構築モデル事業調査）16 270



（参 考 資 料）

実証実験の様子

（１）平成 年度14
実証実験装置

（２）平成 年度15
実証実験装置

ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ内部の水素発生装置及び燃料電池

科学館内部
展示施設

（燃料電池ﾓﾃﾞﾙｶｰ）



「２．新たな産業育成～新エネルギー」に向けた主な取組事例（２）

取組事例 「釧路・白糠次世代エネルギー特区」

部会報告 ・北海道の地域特性を活用したエネルギー特区の創造等エネルギー産業クラ
該当箇所 スターの創出

取組の概要 １．申請主体：釧路市、白糠町

２．区域の範囲：釧路市及び北海道白糠郡白糠町の全域
３．特区の概要：

釧路・白糠工業団地に建設中であるジメチルエーテル（ＤＭＥ） 実証プ※

ラントにおける実験を促進し、我が国のエネルギー政策への貢献と地域経済

の活性化を図るため、特区において、ＤＭＥ試験研究施設の変更手続きを簡
素化する特例の導入等により、実証プラントの利用実験を容易かつ有利に実

施できる条件を整備し、ＤＭＥ関連の試験研究施設等の誘致を促進するとと

もに、ＤＭＥの研究・供給拠点の形成を図る。

※ジメチルエーテル（ＤＭＥ）

、 （ ）・ 従来は天然ガスから間接的に製造し エアゾール用 スプレー缶噴射剤
としての活用が主であったが、近年は天然ガスや石炭、炭層メタン等から

直接合成する方法が開発され、安価かつ大量の生産技術の確立する段階に

ある。

温室効果のないエネルギーであり、特に、ＬＰＧやディーゼル燃料の代
替が可能である点は特徴。

・ 平成 年度～平成 年度まで釧路市において、日本鋼管㈱（現ＪＦＥ11 13
ホールディングス㈱ 、住友金属工業㈱、太平洋炭鉱㈱が共同で次世代エ）

ネルギーの一つとして期待されているＤＭＥ日産 ｔベンチプラントによ5
る直接合成法の生産実験を行い、これに成功。さらに、商用化に向けて釧

路・白糠工業団地の白糠町域で㈲ディーエムイー開発がＤＭＥ日産 ｔ100
実証プラントを建設し、平成 年 月から直接合成法によるＤＭＥの量15 12
産技術の実証実験を実施。

４．適用される規制の特例措置：

ジメチルエーテル試験研究施設の変更工事の手続き簡素化

取組の主体 釧路市、白糠町

そ の 他



３ 

釧路・白糠次世代エネルギー特区 
 

都道府県名： 
北海道 

申請主体名： 釧路市、白糠町 

区域の範囲： 釧路市及び北海道白糠郡白

糠町の全域 

 

 

 

特区の概要： 釧路・白糠工業団地に建設中であるジメチルエーテル（ＤＭＥ）

実証プラントにおける実験を促進し、我が国のエネルギー政策

への貢献と地域経済の活性化を図るため、特区において、ＤＭ

Ｅ試験研究施設の変更手続きを簡素化する特例の導入等によ

り、実証プラントの利用実験を容易かつ有利に実施できる条件

を整備し、ＤＭＥ関連の試験研究施設等の誘致を促進するとと

もに、ＤＭＥの研究・供給拠点の形成を図る。 

 

適用される規 

制の特例措置： 

・ジメチルエーテル試験研究施設の変更工事の手続き簡素化 

 

 

【ＤＭＥ100ｔ/日 実証プラント】 
 

【ＤＭＥ利用実験の推進】 

釧路市、白糠町 



「２．新たな産業育成～新エネルギー」に向けた主な取組事例（３）

取組事例 雪氷冷熱エネルギーを活用する社会の構築

部会報告 ・北海道の地域特性を活用したエネルギー特区の創造等エネルギー産業クラ
該当箇所 スターの創出

取組の概要 １．北海道では、豊富に存在する雪氷冷熱エネルギーを農産物の低温貯蔵や
マンションの冷房などに利用しており、主要な施設では、平成１５年９月

現在で３９の施設が設置されている。

また、苫小牧では、民間が中心となり、ＪＡや自治体と連携し、雪氷冷

熱エネルギーを利用した食糧の貯蔵・流通についての具体的な事業化の検
討も進められてきている

２．一方で、雪氷冷熱エネルギー利用施設の設置にあたっては、必要な冷熱

、 、を確保するために 大きな貯雪氷庫の設置が不可欠となっていることから

施設の設置など建設コストが大きく、事業化などの普及拡大に向けた課題
となっているため、こうした課題を解決するため、平成１６年度に雪氷冷

熱エネルギーの利用効率向上やコスト縮減の方策に関する実証実験を実施

する予定となっている。

３．雪氷冷熱エネルギー利用施設のコスト縮減を実現し、雪氷冷熱エネルギ

ー利用の普及拡大を図ることにより、農産物の低温貯蔵基地など雪氷冷熱

エネルギーを積極的に利用した地域活性化に資する産業の創出が期待され

る。

取組の主体 北海道局、関係自治体、北海道大学、民間事業者

＊参加企業については、今後調整。

そ の 他 予算措置 平成 年度 １５７百万円16
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【施策の効果】
　既に民間等で実用化が検討されてきた従来の雪氷冷熱エネルギー利用施設と比較
して初期投資のより少ない利用技術を確立し、雪氷冷熱エネルギー利用の普及拡大
を図ることで、ＣＯ２排出量の削減に寄与し、環境負荷の少ない社会の実現に資すると
ともに雪氷冷熱エネルギーの利用促進により関連する新産業の創出が期待される。

【概要】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　北海道に豊富に存在する雪氷冷熱エネルギーの利用を一層促進するため、雪氷冷
熱エネルギー利用効率の向上、コスト縮減の方策に関する実証実験を実施し、雪氷冷
熱エネルギーを積極的に活用する社会システムの構築を図る。

○雪氷冷熱エネルギーを活用する社会の構築

1.電気冷房方式と比較し，運転経費を大幅に削減
2.自然エネルギー方式と比較し，貯雪（氷）庫の規模を
大幅に低減

新　技　術

氷点下の大気
（冷気）を導入し、
除排雪した雪や
散水した水を基
に、製氷

冬期間製氷した
氷を維持補完

（深夜電力利用）

（春～秋期）
課題
1.貯雪（氷）庫の規模が大きく、建設費が大
2.雪及び氷搬入の経費が要
3.冷熱源（雪・氷）が消滅すると温度制御不能

2.自然エネルギー方式

課題：運転経費が大1.電気冷房方式

◎トータルコスト試算（万円／年）

従　来　技　術

雪・氷

倉庫内

冷房器

倉庫内

（冬期）

雪投入

氷点下の大気を
用いた製氷技術

冷熱源維持装置
（休止）

倉庫内

雪・氷

深夜電気を用いた
氷の維持補完技術

冷熱源維持装置

氷

倉庫内



「２．新たな産業育成～ＩＴ」に向けた主な取組事例（４）

取組事例 公共施設管理用光ファイバーを使用した広域情報流通ネットワークの整備

部会報告 ・都市間・地域間の幹線ネットワークへの光ファイバー及び収納空間の整備

該当箇所 ・開放による官民のネットワークの効果的活用

・情報の大容量化対応等のためのコンテンツ集積型地域 整備に関する検IX
討及び産学官連携による実用化実験の推進

取組の概要 １．北海道地域は我が国面積の約22％を占め、都市が広域に点在するいわゆ

る広域分散型社会を形成していることから、このような物理的な距離の克

服が北海道地域の大きな課題の一つとなっている。当該課題を克服するた

めには、デジタル情報流通ネットワークシステムを確立し、防災情報をは

じめとする行政情報等を北海道全域へ効率的に発信することが必要である

が、民間の情報流通基盤は市場原理に基づき整備されているため、北海道

地域（道内でも特に地方部）はこの点において非常に不利な状況におかれ

ている。

２．一方、デジタル情報を伝達可能な地上波デジタル放送については、2011

年のアナログ放送停止期限までにその対応を終えなくてはならないが、広

域な北海道では道内数百カ所の送信所のデジタル化には莫大な費用が必要

となる上、それでも北海道の70%しかカバーできないと予想されている。

３．このため、平成１５年より放送通信事業者等と連携しながら、国土交通

省が所有する公共施設管理用光ファイバーの有効利用、及び民間の放送・

通信技術やネットワークを活用したデジタル情報流通ネットワークシステ

ムを構築し、非圧縮映像などの高質で大量な情報を提供するためのシステ

ムの確立を目指した実証実験を行い、デジタルデバイド（情報の地域間格

差）の解消を図ることを目的とした取組みを行っている。これにより、北

海道地域における公益性の高い情報流通を実現するほか、地方での生活に

おける情報過疎などのハンディキャップ軽減により地域コミュニティの維

持を図るとともに、逆に地域からの情報発信を行うことなどにより観光等

の国内外からの需要に応えるものである。

取組の主体 北海道デジタルアセット流通推進協議会
北海道局、北海道庁、札幌市、北海道放送(株)、札幌テレビ放送(株)、
北海道テレビ放送(株)、北海道文化放送(株)、(株)テレビ北海道、
北海道新聞社、北海道電力(株)、ほくでん情報テクノロジー(株)、
(財)北海道地域総合振興機構、
総務省（オブザーバー 、）

そ の 他



送信所

デジタル情報流通網の整備

現在

中継局

送信所

将来

送信所

テレビ局

地域光ファイバー網

地域光ファイバー網

基幹光ファイバー網
　　　（国道など）

送信所NTT光ファイバーテレビ局
東京
へ

地上波デジタル



「２．新たな産業育成～ＩＴ」に向けた主な取組事例（５）

取組事例 北海道広域医療情報ネットワークシステム実証事業調査

部会報告 ・コストの低減を図るための無線系を中心としたネットワーク構築の促進

該当箇所

取組の概要 １．広大な面積を有する北海道においては、道内市町村の約半数が医療自給

率５０％未満、つまり患者の半数以上が他市町村の医療機関に依存してお

り、都市部に集中している高次医療機関から遠隔地に住む患者は、通院・

入院に要する大きな負担を強いられている。

２．加えて、北海道は積雪寒冷であり、全国に比べて急速に高齢化の進展が

見込まれていることからも、特に医療分野における情報化やネットワーク

化は有効なものと期待されている。

３．このため、国土交通省北海道局は、平成１４年度に、道内の高次医療機

関である札幌医科大学及び十勝地域の医療・福祉関係機関等と連携し、次

世代のインターネット通信方式であるIPv6及び無線LANを使用した医療情

報ネットワークを活用した遠隔医療等に関する実証実験を行った。

４．なお、上記医療・福祉関係機関等においては、引き続き遠隔外科手術支

援や遠隔リハビリ支援等に関する実験・検討が継続されている。

取組の主体 北海道局、札幌医科大学、帯広病院、北斗病院、帯広厚生病院、

社会福祉法人慧誠会、小関内科病院、足立眼科医院、帯広保健所、

帯広高等看護学院、とかちシニアネット、北海道総合通信網（株 、）

（株）ケーシーズ （株）帯広シティーケーブル 他、

そ の 他 予算措置 平成 年度 １１１百万円14



北海道広域医療情報ネットワークシステム実証事業北海道広域医療情報ネットワークシステム実証事業

事業概要　【Ｈ１４予算額　１１１百万円】　　　　　　　　　　　　　　　
　急速な高齢化が進む中、積雪寒冷・広域分散型の北海道において高次医療機関
所在地から離れている地方の高齢者等の高次医療受診機会の確保を図るため、
高次・地域医療機関及び地域の高齢者等との間を高速無線LAN等で結び、新たな
インターネット通信技術であるIPv6を活用して、高齢者等の健康状態を遠隔管理で
きる医療情報ネットワークシステムのモデル実験を実施。

ＩＰｖ６端末ｾﾝｻｰ

無線
LAN

ﾊﾞｲﾀﾙｾﾝｻｰ
生体情報ｾﾝｻｰ
電子カメラ
IP電話

高齢者住宅ｾｷｭﾘﾃｨ
（家電、水道、トイレ等）

予防医学的見地、リハビリ的見地、
治療的見地、高齢者生活支援

高速ネットワーク網 ２００５年でも過
疎地域の光ファ
イバ整備率は４０％
程度らしいよ…

地域医療機関

データ加工・表示

病院の健康指導・カウンセリング

高次医療機関

大量のデータ取得

データ加工・表示

地方住民
デジタルデ
バイドの発
生が懸念

全国を上回る
高齢化の進展

６５歳以上人口の総
人口に占める割合

1990年 2000年　 2010年
北海道　12.0％→ 18.0％→ 23.2％
全　国　12.0％→ 17.2％→ 22.0％



「２．新たな産業育成～ＩＴ」に向けた主な取組事例（６）

取組事例 ビジネス特区（岩見沢市）IT

部会報告 ・コストの低減を図るための無線系を中心としたネットワーク構築の促進

該当箇所

取組の概要 １．岩見沢市は 「生き生きとした緑の中の安全・健康・文化都市」の実現、

をめざすため、平成１２年度を初年度とする「新しい岩見沢市基本計画」

を策定しており、その中で「情報通信基盤の整備・活用」を示し、教育・

医療・福祉・行政・産業など幅広い分野における利活用を進め、市民生活

の利便性の向上・経済活動の活性化などを図ることとしている。

２．これに関連して、①既に電気通信業務用として使用されている５ＧＨｚ

帯無線アクセスシステムの無線局のうち、構造改革特別区域内に開設する

ものについては電気通信業務用以外の目的でも導入可能とする、②長距離

の通信を可能とするために送信空中線の絶対利得の上限を引き上げる（現

行１０デシベル）等を内容とした構造改革特別区域（ ビジネス特区）IT

申請を行い、平成１５年５月認定を受けたところである。

取組の主体 岩見沢市

そ の 他



優れたＩＴビジネス環境を創造するため、５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの導入など地域ＩＴ基盤のさらなる高度化
を推進するとともに、ＩＴ関連企業の集積など民間活力を主体とした地域産業構造の抜本的な改革による経済活動
の活性化を目指す。

○ITビジネス特区（岩見沢市）

＊特区申請内容
　・５ＧＨｚ無線帯アクセス　
　　システムにおける空中
　　線利得増大の容認
　・電気通信業務以外での
　　無線アクセスシステム
　　活用の容認

FTTHサービスエリア

自営光ファイバー（開放）

５ＧＨｚ無線帯アクセスサービスエリア

岩見沢市全域

○有線／無線併用型ネットワーク展開イメージ



「２．新たな産業育成～バイオ産業」に向けた主な取組事例（７）

取組事例 糖鎖工学関連技術の活用による高付加価値糖質の量産化手法の確立を通じた
地域産業振興支援・地域密着型バイオベンチャー育成支援

部会報告 ・北海道の豊富な糖質資源を活用した、ライフサイエンス研究拠点の形成
該当箇所 ・道内各地域の産業クラスター活動の成果を活かした産業育成の支援

取組の概要 １．国土交通省北海道局では、平成１０年度以降、地域の産業クラスター活
動に対する支援や産業クラスターの中でより競争力の高い糖鎖工学への研
究支援を通じた産業クラスター促進に取り組んできたところであり、その

、 、成果として 各地域において産業クラスター運動のための組織が設立され
具体的な商品開発や更なる応用技術の開発が進められるなど事業化に向け
た展開がなされているところである。

２．平成１６年度においては、北海道に豊富に存在する農産物等一次産品由
来諸資源と農産品の品種改良等により蓄積された科学技術を活用して、地
域密着型のバイオベンチャー企業を育成支援するため、一次産品由来諸資
源についての科学的検証に基づく客観的データの整理及び積極的な情報提
供を行うことにより事業環境を整備するための調査を行うこととしてい
る。

３．北海道では、北大北キャンパスを研究拠点とし、糖鎖工学を中核とする
次世代ポストゲノム分野の研究者・企業ネットワークである「次世代ポス
トゲノム研究推進協議会」やリレー支援等各機関による効率的な協調施策
を目指し 北海道のバイオ産業に関連する行政機関等により構成された バ、 「
イオ産業行政協働会議（Ｃ７ 」といった産学官連携支援のための体制が）
整備されている。
本調査の成果については、これらの体制を通じて、バイオベンチャーの
創出、育成につながることが期待できる。

取組の主体 北海道局

そ の 他 バイオ産業育成・産業クラスター支援関係予算額（北海道開発計画費）
(1)産業クラスター支援
平成 年度補正： 百万円（ 地域の立ち上げ支援）10 80 9
平成 年度 ： 百万円（ 地域の立ち上げ支援）12 60 7
平成 年度 ： 百万円（ 地域の立ち上げ支援）13 60 6
平成 年度 ： 百万円（大学との連携による早期事業化支援）14 99
( )糖鎖工学研究支援2
平成 年度補正： 百万円（人工ﾃﾞﾝﾌﾟﾝ・生分解性界面活性剤の開発）11 210
平成 年度 ： 百万円（同上）12 19
平成 年度 ： 百万円（同上）13 20
平成 年度補正： 百万円（生分解性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・植物生育調整剤の開発）13 250
平成 年度 ： 百万円（同上）14 21
平成 年度 ： 百万円（高付加価値糖質の量産化手法）15 114
( )地域密着型型バイオベンチャー育成支援3
平成 年度 ： 百万円16 158

バイオ産業行政協働会議（Ｃ７北海道）
北海道経済産業局、北海道開発局、北海道庁、札幌市、
（独）農業・生物系特定産業技術研究機構北海道農業研究センター、
（独）産業技術総合研究所北海道研究センター

次世代ポストゲノム研究推進協議会
（研究者１３７名、企業４４社、平成 年 月 日現在）16 1 1
構成機関：北海道経済連合会、(社)北海道商工会議所連合会、

(財)北海道科学技術総合振興ｾﾝﾀｰ（ 、NOASTEC）
北海道大学、北海道経済産業局、北海道開発局、北海道庁、
札幌市

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：日本政策投資銀行北海道支店、北海道ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ（株）
事 務 局： 財）北海道科学技術総合振興ｾﾝﾀｰ（ ）（ NOASTEC



北海道産業クラスター創造プロジェクトの現状

○道内各地域に２８の産業クラスター研究会が設立、地域特性に根ざした事業化の取組が展開
　（北海道局は平成１０～１３年度に合計２２地域の研究会立ち上げを支援）

○産業クラスタープロジェクトのこれまでの売上累計（平成１１～１４年度）は約１０億円

○地域産業クラスター研究会の立ち上げを支援（Ｈ10～Ｈ13年度）
　Ｈ10補正：９研究会の立ち上げ支援
　　　　　　　 【十勝圏・下川・旭川・滝川・西積丹・釧路・オホーツク・

東オホーツク・西オホーツク】

　Ｈ12年度：７研究会の立ち上げ支援
　　　　　　　 【大樹・足寄・清水・帯広・南空知(美唄)・倶知安・滝上】

　Ｈ13年度：６研究会の立ち上げ支援
　　　　　　　 【根室・南空知（栗山）・小樽・檜山北部・南檜山・室蘭】

○大学等との連携による早期事業化を支援（Ｈ14年度）
　Ｈ14年度：早期事業化が期待できるプロジェクトについて、
　　　　　　大学との連携協力により重点的に支援
　　　　　　　 【十勝圏・帯広・足寄・南北海道・室蘭・オホーツク・ﾈｯﾄ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｵﾎｰﾂｸｸﾗｽﾀ ※ー】　　　（※西オホーツクから改称）

○地域の企業と大学が連携して散布
　式の土壌保温新素材（農業用被覆
　材）を開発。回収が不要で公害も
　発生しない。平成11年度事業化、
　売上累計約22百万円。
　(十勝圏：Ｈ10年度支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

現在の市場規模

産業クラスター活動の展開 北海道局の支援経緯
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用途：ダイエット食品、食品添加物
特徴：天然でんぷんと異なり、消化速度
　　　が遅いので、生体内に吸収されに
　　　くい

用途：石けん、洗剤
特徴：土壌中や海水中の微生物によって
　　　速やかに分解されるため、人体・
　　　環境に低負荷

生分解性プラスチック

生分解性界面活性剤

用途：フィルム、包装材料、容器等
特徴：土壌中等で容易に分解されるため
　　　環境にやさしい

用途：肥料、除草剤
特徴：環境汚染を伴わないため、安全性
　　　の高い農産物の生産が可能

人工でんぷん（生分解性制御多糖）

植物の生育活性剤・阻害剤

【平成１１年度～平成１４年度】

【平成１３年度～平成１４年度】複合糖質の多量合成

糖の多量合成

「次世代ポストゲノム研究推進協議会」
産学官の連携により、北海道における複合糖質科学を中核とする先端的研究を総合的に推進。
(平成14年4月に設立)

【平成１５年度】

　北海道経済の構造改革に　
　資する新産業の創出

・糖質資源の高付加価値化による
　産業展開
・適用分野：機能性食品
　　　　 医薬品・化粧品素材
　　　　　　　　 など

　酵素の活用など、北海道に蓄積された技術　
　の応用による付加価値の高い糖質の量産化
　手法に関する調査
　　・熱処理に強く加工しやすい等の性質を有する糖質
　　の量産化手法に関する調査・検討
　　・北海道に賦存する農林水産資源の糖質原料化　
　　に関する調査・検討

糖鎖工学関連技術の応用による糖質の量産化に関する調査

さらなる
製品化へ
の応用

糖鎖工学を活用した地域産業構造改革推進調査

事業概要　【平成１５年度予算　１１４百万円】

　応用範囲の広い糖鎖合成酵素の活用により、熱処理に対して安定的で加
工が容易な性質を持つ糖質の量産化手法を調査し、地域の糖質資源を活か
した新産業の創出を支援。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本調査の実施を通じて、北海道に蓄積された技術の活用による糖鎖工学
産業クラスターの形成を促進し、地域経済の構造改革及び新たな雇用の創
出が期待。



一次産品活用型バイオベンチャー育成支援調査

北海道におけるバイオベンチャーの背景及び特徴

積雪寒冷な地域環境に適応するための優れた科学技術の蓄積
（寒冷地栽培に適した農産物の品種改良や培養技術等）

農林水産業を背景とした豊富な一次産品由来諸資源が賦存
（北方系機能性植物や未利用資源等）

農産物の機能性を活用した食料・農業系ベンチャーが集積
（関東・近畿は医療・創薬系ベンチャーが大半を占める）

一次産品の高付加価値化・有効活用の担い手となるバイオベンチャーの創出を促進
（機能性食品の開発や新規機能性作物・花卉の育種等、食料・農業系バイオベンチャーの育成を支援）

112
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東京都 北海道 神奈川県 大阪府 京都府

都道府県別バイオベンチャー数
（北海道は全国第２位の集積）

（2003年2月現在、バイオインダストリー協会調べ）

【事業概要】　　　　　　　　　　　【平成１６年度予算　１．６億円】
　北方系機能性植物や未利用資源等の道内一次産品由来諸資源について、
科学的検証に基づくデータの分析、整理等有効活用に係る調査により、バ
イオベンチャーの育成支援に向けた事業環境整備を行う。　　

地元の産学官連携体制
を活用し、バイオベン
チャーの育成支援に向
けた事業環境を整備

・調査内容の客観性を確保する
　ため、学識経験者等を中心と
　する検討委員会の開催
　（調査対象品目の選定、調査
　　内容の把握・評価等）

・調査の進捗に応じた積極的な
　情報の提供と事業化ニーズの
　把握

平成１６年度調査

大学の協力を得て、一次産品由来諸資源
の有効活用に係る調査を実施

科学的検証

・北方系機能性植物
の代表例

道内一次産品
由来諸資源

アロニア ヤーコン
ギョウジャ
ニンニク

抗酸化作用・免疫
活性作用・抗アレ
ルギー作用等の多
様な生理活性機能
を有する物質の探
索・作用メカニズ
ムの解明等

機能性の
科学的検証

検討委員会

次世代ポストゲノム
研究者ネットワーク

次世代ポストゲノム
企業ネットワーク

道内外のバイオ企業

大学･公的試験研究機関

次世代ポストゲノム次世代ポストゲノム
研究推進協議会研究推進協議会

地元の産学官連携体制
との協力・連携





次世代ポストゲノム研究推進構想

北海道大学北キャンパス及び周辺エリア
における研究機関の集積

北海道産学官
協働センター

北海道立試験研究機関

先端科学技術
共同研究センター

次世代ポストゲノム
研究棟

創成科学研究棟

創成科学研究機構

触媒化学研究センター

ナノテクノロジー
研究センター

研究成果活用
プラザ北海道

中心となる次世代ポストゲノム研究



「２．新たな産業育成～バイオ産業」に向けた主な取組事例（８）

取組事例 北海道ＴＬＯ（技術移転機関）の活用

部会報告 ・地域の基幹大学から地域企業への先端技術の円滑な移転の促進（ＴＬＯの

該当箇所 活用）

取組の概要 １．新産業の創出や新技術の開発を通じ、北海道の産業経済の発展を図るた

め、大学等の研究成果と産業界のニーズを的確に結びつける産学連携の推

進が課題となっている。

２．北海道ティー・エル・オー株式会社（北海道ＴＬＯ）は、平成１１年１

２月に、北海道内の国・公・私立大学、高等専門学校、国・公設試験研究

機関や企業を対象とした「地域型」の技術移転機関として設立され、同月

に大学等技術移転促進法（ＴＬＯ法）に基づく承認を受けている。

３．北海道ＴＬＯは、産学連携の架け橋として、道内の大学等に集積されて

いる知的財産の移転・活用を推進し、地域産業の振興と大学等における研

究の活性化を促進することとしている。

取組の主体 北海道ティー・エル・オー株式会社

そ の 他 平成 年 月 「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への10 8

移転の促進に関する法律 （ＴＬＯ法）施行」

平成 年 月 北海道ティー・エル・オー株式会社が文部大臣及び通商産11 12

業大臣からＴＬＯ法第４条に基づく承認を受ける

出願等の実績（平成 年 月 日現在）16 2 2

・国内特許出願件数 計 件（平成１５年度： 件）107 24

・外国出願件数 計 件（平成１５年度： 件）30 7

・技術移転件数 計 件（平成１５年度： 件）24 8

・権利の取得 計 件（平成１５年度： 件）4 2



北海道ＴＬＯの事業概要



「２．新たな産業育成～バイオ産業」に向けた主な取組事例（９）

取組事例 さっぽろベンチャー創出特区

部会報告 ・技術移転の拠点の形成に向けたバイオ研究特区について検討

該当箇所 ・北海道大学北キャンパスを始めとする研究開発機能の集積及び道内各地域

の大学等のネットワーク強化

取組の概要 １．申請主体：北海道、札幌市

２．区域の範囲：札幌市の全域

３．特区の概要：

北海道大学をはじめとする優れた研究機関の集積を生かして、外国人研究

者の受入促進や産学官連携による研究開発の促進のための規制の特例を導入

し、大学や研究機関の研究成果を活用したベンチャー企業など新産業の創出

を促進し、研究開発から事業化まで一貫した取組みを推進するリサーチ＆ビ

ジネスパークの形成を図るとともに、既存産業の高度化と新たな産業創出に

よる重層的な産業基盤を構築する。

４．適用される規制の特例措置

・国立大学教員等の勤務時間内兼業の容認

・外国人研究者受入れ促進

・外国人の入国、在留申請の優先処理

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化

・国有施設等の廉価使用の拡大

取組の主体 北海道庁、札幌市

そ の 他



１ 

さっぽろベンチャー創出特区 
 

都道府県名： 
北海道 

申請主体名： 北海道、札幌市 

区域の範囲： 札幌市の全域 

 

 

 

特区の概要： 北海道大学をはじめとする優れた研究機関の集積を生かして、

外国人研究者の受入促進や産学官連携による研究開発の促進

のための規制の特例を導入し、大学や研究機関の研究成果を活

用したベンチャー企業など新産業の創出を促進し、研究開発か

ら事業化まで一貫した取り組みを推進するリサーチ＆ビジネ

スパークの形成を図るとともに、既存産業の高度化と新たな産

業創出による重層的な産業基盤を構築する。 

 

適用される規 

制の特例措置： 

・国立大学教員等の勤務時間内兼業の容認 

・外国人研究者受入れ促進 

・外国人の入国、在留申請の優先処理 

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化 

・国有施設等の廉価使用の拡大 

 

 
 

札幌市 

(触媒科学研究センター）
（ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞー 研究ｾﾝﾀ )ー
（創成科学研究機構）

次世代ﾎﾟｽﾄｹﾞﾉﾑ
研究棟先端科学技術

共同研究ｾﾝﾀｰ北海道産学官

協働ｾﾝﾀｰ

創成科学研究棟

研究成果活用
ﾌﾟﾗｻﾞ北海道

道立工業試験場

道立衛生研究所

北海道環境科学研究ｾﾝﾀｰ

道立地質研究所

中心となる

次世代ポストゲノム研究

H15 年度中完成

北大北キャンパス及び周辺エリアにおける研究機関の集積
 

リサーチ＆ビジネスパークにおける 

研究開発から事業化までの好循環サイクル 

 

＜ﾘｻｰﾁ＆ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ＞ 
・大学を核に集積 
・産学官連携促進システム 
・充実した研究外生活環境 

成果の民間移転 

研究開発の促進 

企業･研究機関の誘致 

大学発VBの創出 

教育研究の活性化 
研究資金の確保 

基礎研究･教育の実現 



「２．新たな産業育成～バイオ産業」に向けた主な取組事例（ ）10

取組事例 マリン・フロンティア科学技術研究特区

部会報告 ・技術移転の拠点の形成に向けたバイオ研究特区について検討

該当箇所 ・道内各地域の産業クラスター活動の成果を生かした産業育成の支援

取組の概要 １．申請主体：函館市

２．区域の範囲：函館市の全域

３．特区の概要：

太平洋、津軽海峡、日本海という性質の異なる三つの海に囲まれた函館市

において、北海道大学大学院水産科学研究科などの水産・海洋に関する学術

・研究機関や水産業をはじめとする独特な産業が集積している地域の特性を

活かした「函館国際水産・海洋都市構想」を推進するため、科学技術研究に

関わる規制の特例を導入し、研究環境の向上や産学官連携の強化を促し、国

際的な水産・海洋に関する学術・研究都市の形成を図る。

４．適用される規制の特例措置

・外国人研究者受入れ促進

・外国人の入国、在留申請の優先処理

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化

・国有施設等の廉価使用の拡大

取組の主体 函館市

そ の 他



２ 

マリン・フロンティア科学技術研究特区 
 

都道府県名： 
北海道 

申請主体名： 函館市 

区域の範囲： 函館市の全域 

 

 
 

特区の概要： 太平洋、津軽海峡、日本海という性質の異なる三つの海に囲ま

れた函館市において、北海道大学大学院水産科学研究科などの

水産・海洋に関する学術・研究機関や水産業をはじめとする独

特な産業が集積している地域の特性を活かした「函館国際水

産・海洋都市構想」を推進するため、科学技術研究に関わる規

制の特例を導入し、研究環境の向上や産学官連携の強化を促

し、国際的な水産・海洋に関する学術・研究都市の形成を図る。 
 

適用される規 

制の特例措置： 

・外国人研究者受入れ促進 

・外国人の入国、在留申請の優先処理 

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化 

・国有施設等の廉価使用の拡大 

 

 

 
 

  

 

函館市 

地域と学術・研究機関の連携イメージ  函館国際水産・海洋都市構想 



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（１）

取組事例 釧路湿原の保全

部会報告 北海道の恵まれた自然との共生を図るため、住民、企業、 、研究者、行NPO

該当箇所 政等と連携しつつ、順応的生態系管理の概念などの導入

取組の概要 １．平成 年の河川法改正を契機に、平成 年には学識者、関係機関等か9 11

13らなる 釧路湿原の河川環境保全に関する検討委員会 を発足し 平成「 」 、

「 」年には の具体的施策からなる 釧路湿原の河川環境保全に関する提言12

が取りまとめられた。

２．以後、提言にある各種施策に関する調査・試験等を行なってきたが、平

成 年度には、住民や 等と更なる連携・協働を図るため、環境省等15 NPO

と連携して自然再生に参画する住民や 等を公募した上で、自然再生NPO

「 」 （ ）。推進法に基づく 釧路湿原 自然再生協議会 を発足した 構成員 名106

３．また、これまでに の施策のうち「土砂流入の防止 「湿原植生の制12 」、

御 「蛇行した河川への復元」などに係る調査検討を行なってきたが、」、

平成 年度は、茅沼地区における蛇行復元に向けて、環境影響を確認す15

るための現地試験施工を公開で実施するとともに、湿原湛水試験後の植生

回復のモニタリング調査など順応的な生態管理に必要となる調査検討を学

識者の助言のもと実施した。

４．平成 年度については、茅沼地区における蛇行復元や各種調査検討を16

引き続き行なうとともに 「釧路湿原自然再生協議会」が発足したことか、

ら、 など多様な主体と連携しつつ、釧路湿原の保全・再生を推進しNPO

ていく。

取組の主体 釧路湿原自然再生協議会

北海道開発局、環境省、林野庁、北海道庁、地域住民、 等NPO

そ の 他 予算措置 平成 年度 ２００百万円15

平成 年度 ３００百万円16



（参 考 資 料）

釧路湿原の保全

多様な主体の参画のもと釧路湿原の保全を図るため、環境省等と連携し、平成１５年１１月

には、地域住民・ ・専門家等からなる「釧路湿原自然再生協議会」を発足させた。NPO

第１回協議会では 「釧路湿原の河川環境保全に関する提言」を基本に、釧路湿原の保全と、

再生のため、事務局から以下のような施策が提示された。



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（２）

取組事例 雪氷冷熱輸送プロジェクト

部会報告 ○ 地球環境保全に貢献する循環型社会の形成

該当箇所 ・新エネルギー活用型社会によるＣＯ２の削減

取組の概要 １．北海道では、物流需要がもつ課題として片荷輸送の発生があり、これが

物流コストを押し上げる要因となり、地域間における価格競争力向上や製

品の収益率確保をする上での課題となっている。

また、一方では、道内各地で進む「地産地消型」の雪氷エネルギーを活

用した、環境負荷の少ないクリーンなエネルギーの利用が増加している。

２．こうした状況から、平成１５年１０月に発足した「大規模食料備蓄基地

構想推進協議会冷熱輸送検討部会」では、北海道の物流機関がもつ潜在的

な輸送力を活用し、北海道に無尽蔵に存在する雪氷を北海道発の新たな貨

物と位置付け、大都市圏に輸送することで、物流の効率化による高コスト

構造の改善を図るというテーマについて検討をはじめた。

３．新たに「大都市貢献型」の雪氷冷熱エネルギーの活用方法を創造するこ

とにより、我が国の特に大都市圏で深刻化する化石エネルギー消費の増加

やそれに伴う環境負荷の増加（ＣＯ２排出の増加やヒートアイランド現象

の拡大）などの環境問題の改善に貢献する新たな物流システムの創出が期

待される。

取組の主体 大規模食料備蓄基地構想推進協議会冷熱輸送検討部会

北海道経済連合会、北海道農業信用基金、㈱苫小牧栗林運輸、㈱伊藤工

業 （社）寒地港湾技術センター、北海道大学、北海道開発局、北海道、

経済産業局、北海道庁、苫小牧市

そ の 他



●冬期間の寒さを利用し、雪氷冷熱エネルギーを無尽蔵に
確保できる。また、夏期も低温であり雪氷の保存が可能で
ある。
●積雪寒冷な気候特性を活かした雪氷冷熱活用技術の先
進地である。
●低コストで雪氷冷熱を保存する技術開発についても積極
的な取組がなされており、実用化の可能性が高まってい
る。

●大量の化石エネルギー消費や都市基盤施設の構造等に
起因してヒートアイランド現象が生じている。（特に夏期の
エアコン排熱は気温上昇、エネルギー需要増の原因）
●ヒートアイランド現象の解消やCO2削減がわが国の命題
であり、効果的な対策が求められている。
＜都会での閉じたエネルギー系（化石エネルギーによる発
熱と屋内冷房による屋外排熱）に、外部系からクリーンな
雪氷冷熱エネルギーを持ち込むことが重要＞

●北海道においては、無尽蔵に確保が可能な雪氷冷熱エ
ネルギーを、大都市圏に供給することにより、上記問題の
緩和が期待できる。
●かつて、日本のエネルギー基地として石炭を供給してい
たが、これからは大都市圏の環境問題を解消する新たな
エネルギー基地として雪氷冷熱エネルギーを供給する。
＜北海道にとっては、移入超過になっていた物流において、
移出荷物が確保されることになり、物流構造の改善（物流
コスト削減）にも寄与＞

北海道

◆雪氷の有効利用
・札幌等の除雪により大量に発生す
る雪や道内各地で冬期間の冷気
により製造した氷を貯蔵
・空コンテナ等を活用し、大都市に安
定供給

大都市圏臨海部

◆大都市圏における地球
温暖化対策
・雪氷冷房によるＣＯ２削減とヒー
トアイランド現象の抑制
・夏期の冷房電力の緩和
・融解後の排水の有効活用

　○雪氷冷熱輸送プロジェクト
（北海道で冬期に生成する雪氷を、夏期に首都圏等に輸送し施設の冷房に利用するプロジェクトを産学官で検討中）

＜雪冷房システム＞

雪氷冷熱を利用した施設冷房の事例
（沼田町生涯学習センター）

施設全景雪コンテナ

雪氷冷熱利用での北海道の特徴

大都市圏における環境問題

北海道の寄与

雪氷冷熱輸送プロジェクト

◆北海道の片荷問題の解消
・移入超過の北海道にあって、移出の空コンテナを有効活用し、低廉な運
賃で雪氷を船舶で輸送することにより、移入貨物の輸送コストも低減



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（３）

取組事例 札幌市エネルギー有効利用都市構想

部会報告 ○ 地球環境保全に貢献する循環型社会の形成

該当箇所 ・新エネルギー活用型社会によるＣＯ２の削減

取組の概要 １．札幌市では、平成１２年度から始まった「第４次札幌市長期総合計画」

、「 」 「 」では ゆたかな冬の暮らしの実現 や 地球環境保全に向けた取り組み

についての施策を進めることとしている。

２．これまで、ＪＲ札幌駅北口において札幌エネルギー供給公社（地域熱供

給事業者）の廃熱を利用した温水による融雪の実施など、エネルギーを有

効活用した雪対策を進めている。また、シーズンの最後に融雪槽に投雪し

た雪を貯蔵し冷熱源として利用することにより、夏期の冷房用エネルギー

として活用する実証実験に取り組むとともに、平成１４年７月に都市再生

プロジェクトの第４次決定を受け、平成１５年度には「積雪地の都市にお

ける雪冷熱エネルギーの有効利用方策検討調査」を実施し、既存のインフ

ラを活用した事業手法の検討を進めている。

３．雪の冷熱エネルギーを活用した先駆的な地域熱供給システムを導入し、

環境負荷の低い「エネルギー有効利用都市」の実現が期待される。

取組の主体 札幌市、札幌エネルギー供給公社

そ の 他 予算措置 平成 年度北海道特定開発事業推進調査14

平成 年度都市再生プロジェクト推進費15



札幌市エネルギー有効利用都市構想

〇前世紀から引き継いだ都市基盤、多雪寒冷等の地域特性を活用
〇次世紀に引き継げる人と環境を中心に据えた都心づくりを推進
　　環境負荷の低い新たなエネルギー有効利用都市の構築
　　　（雪の冷熱エネルギーを活用した地域熱供給の導入等）

札幌都心の将来イメージ

雪の冷熱等を活用した都市型エネルギー供給システム

冷水ネットワーク

温水ネットワーク

雪の冷熱エネルギーの活用事例（融雪槽の活用）

駅前通（冬)

大通

創成川通

融雪槽 熱交換器

コジェネレーション
　　　　　　発電機



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（４）

取組事例 地球温暖化対策に資するエネルギー自立型実証研究

燃料電池の普及啓発に向けた公開型実証実験や公共分野での先行的導部会報告 ・

入の実施該当箇所

取組の概要 １．北海道においては、家畜ふん尿の発生量が年間約２ ０００万ｔにのぼ,

り その管理の適正化と有効利用が重要な課題となっている さらに 家、 。 、「

畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」により平成１６

年１１月までに、酪農家は家畜ふん尿の管理適正化のため保管施設を整備

する必要がある。

２．家畜ふん尿の嫌気性発酵によりバイオガスを発生する別海 べつかい 資( )

源循環試験施設を活用して、バイオガスから水素を生成するための改質及

び生成した水素の貯蔵を行うために必要なプラントを整備し、改質・貯蔵

などの要素技術や一連のプラントとしての長期安定運転を実証すると共

に、通年のエネルギー効率及びＣＯ の排出量削減効果に関する調査研究２

を平成１５年度から実施している。

取組の主体 独立行政法人北海道開発土木研究所

そ の 他 予算措置 平成 年度 １，９７８百万円（運営費交付金）の内数15

平成 年度 １，７９４百万円（運営費交付金）の内数16



平成15年度から、別海資源循環試験施
設を活用し、バイオマスを水素エネルギー
に変換、貯蔵し、CO2の削減を図るととも
に、需要に応じた効率的なエネルギー利
用を行うための実証研究を実施。

圃場還元

家畜ふん尿

食品系廃棄物

バイオマスの
受け入れ

【別海資源循環試験施設】
大規模集中型(乳牛1000頭規模))

　地球温暖化対策に資するエネルギー
　地域自立型実証研究

　積雪寒冷地における環境・資源循環
　プロジェクト

積雪寒冷地における家畜排せつ物等の
バイオマスの循環システムの確立に向け
バイオガスプラントを中心とした実証研究
を実施し、収集・輸送手段、最適規模等
を検証。（別海、湧別）

独立行政法人北海道開発土木研究所では、北海道において大量に発生する
家畜ふん尿を、再生可能な生物由来の資源として活用するための技術開発に
取り組みます。

ガスエンジン発電機

ガスボイラー

バイオガスの余剰分を水素エネ
ルギーとして貯蔵

需要に応じて、必要な電力・熱を
燃料電池により供給

温室加温

プラント運営

電気、熱

メタン改質・水素貯蔵・水素発生プラント、燃料電池

【湧別資源循環試験施設】
小規模分散型(乳牛200頭規模 )

発酵槽

バイオガス

余剰分不足分

バイオガスの
エネルギー利用

堆肥・液肥



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（５）

取組事例 リサイクルポート室蘭港でのＰＣＢの受入

部会報告 ○ 地球環境保全に貢献する循環型社会の形成

該当箇所 ・総合的な静脈物流拠点等の形成による環境関連産業の集積

取組の概要 １．室蘭市では、既存産業によるリサイクル計画、大学との環境関連技術開

発の連携、市及び民間も含めた環境産業推進体制の構築など 「産官学連、

携」による環境産業の推進が図られており 「北海道ＰＣＢ廃棄物適正処、

理基本方針 （Ｈ１４．４・北海道）を受け、北海道内のＰＣＢ処理事業」

受入に向けた表明を同年５月に行った。

２．さらに、平成１６年１月に宮城県知事らによる、室蘭市での道外１５県

のＰＣＢ廃棄物受入要請に対して、同年２月に北海道・室蘭市が受入方針

を表明するなど、自治体レベルでの広域的な廃棄物処理の検討が進められ

ており、室蘭が環境産業拠点として機能を発揮してきている。

（経過）

リサイクルポートに室蘭港が指定される。H14.5

環境省より道外１５県のＰＣＢ廃棄物受入について要請。H15.11

宮城県知事ら１５県の代表が北海道及び室蘭市に受入要請。H16.1

北海道・室蘭市が受入方針表明。H16.2

３．ＰＣＢ廃棄物の輸送方法については、フェリー、ＪＲ等の利用が検討さ

れているが、既に室蘭市では農業用廃プラスチックを東北地方からフェリ

ー等で受け入れており、リサイクルポート室蘭港を利用した総合的な静脈

物流拠点の形成も進んできている。

取組の主体 環境事業団、室蘭港における既存立地企業、室蘭市、北海道庁

そ の 他



●総合的な静脈物流拠点の概念図
大規模なリサイクル処理施設の集中立地、残さ処分のための
廃棄物海面処分場、ストックヤード等の静脈物流基盤の整備
を一体的に展開し、循環資源の収集・輸送・処理の総合的な
静脈物流拠点を形成

●広域静脈物流ネットワークの概念図
静脈物流拠点を長距離大量輸送に適し低廉で環境にやさしい
海上輸送により広域ネットワーク化し、収集・輸送コストの削減
を実現

　　　　港湾のポテンシャル

・大規模なリサイクル処理施設の
拠点的立地に必要な広大な
用地の確保が容易
・物流基盤が既に整備
（岸壁、臨港道路等）

　　　　港湾のポテンシャル

・大規模なリサイクル処理施設の
拠点的立地に必要な広大な
用地の確保が容易
・物流基盤が既に整備
（岸壁、臨港道路等）

循環型社会実現のための
静脈物流システムの構築

・既存ストックを最大限に活用し、
総合的な静脈物流拠点をブロック
毎に拠点的に配置

・海上輸送を活用した広域静脈
物流ネットワークの形成

循環型社会実現のための
静脈物流システムの構築

・既存ストックを最大限に活用し、
総合的な静脈物流拠点をブロック
毎に拠点的に配置

・海上輸送を活用した広域静脈
物流ネットワークの形成

　　　２１世紀の新しい
リサイクル・静脈産業空間
として港湾を活用

　　　２１世紀の新しい
リサイクル・静脈産業空間
として港湾を活用

【経緯】
　平成１４年　５月　リサイクルポートに指定
　平成１５年１１月　環境省より道外１５県のＰＣＢ受入要請
　平成１６年　１月　宮城県知事が北海道知事及び室蘭市長に受入要請
　　　　　　　　　２月　北海道・室蘭市が拡大要請受入方針表明

○リサイクルポート室蘭港でのＰＣＢの受入



「３．環境保全」に向けた主な取組事例（６）

取組事例 間伐材、ホタテ貝殻等地域資源の公共事業への活用

部会報告 ○ 地球環境保全に貢献する循環型社会の形成

該当箇所 その他（廃棄物の循環型処理をすすめる）

取組の概要 １．北海道を代表する産業である水産業からホタテの貝殻が毎年約 万ト20

ン発生している。そのうち約 万トンは土壌改良材や暗渠用疎水材など12

として再利用されているが残る約 万トンが埋め立て処分されており、林8

業から発生するカラマツの間伐材などとともに場合によっては集積箇所周

辺の環境悪化につながるため、その処理が課題となっている。

２．このような北海道の特性に由来する未利用資源を地域の資源として活用

するため、ホタテ貝殻を粉末として舗装用石粉の代替材に活用する研究を

北海道開発土木研究所で進めてきたが、さらに平成１６年度には歩道の凍

上抑制層にホタテ貝殻を用いて試験施工するほか、立ち入り防止柵に間伐

材を活用するなど公共事業へ有効利用することにより、関連産業の振興に

寄与するとともに循環型社会の形成やコストの縮減を図っていく。

取組の主体 北海道開発局、北海道庁、市町村

そ の 他 予算措置 平成 年度 － 百万円15

平成 年度 － 百万円16



　林業や水産業から発生する未利用資源である間伐材、ホタテ貝殻等を地域の資源として公共事業へ有
効利用することにより、循環型社会の形成を図るとともに、地域の林業・水産業の活性化や環境改善に寄与
する。

間伐材、ホタテ貝殻等地域資源の公共事業への活用

間伐材の利用

■農地の排水改良への利用
　　（暗渠排水）

ホタテの貝殻利用

■農地の排水改良への利用
　　（暗渠排水）

耕土埋戻 

カラマツチップ 

砂利（5～25mm 級） 

敷板（カラマツ） 

プラスチック有孔管 

φ60mm 

 

耕土埋戻  

ホタテ貝殻疎水材 

プラスチック有孔管 

φ60mm 

■凍上抑制層への利用

北海道の特に寒さの厳しいところ（宗谷管内・

道東管内等）において、歩道の凍上による舗

装の傷みがあるところが見られるため、今ま

で宗谷管内の各漁協から排出され処分が問題

となっているホタテ貝殻を有効利用し、凍上

による被害を抑制する。

 ■立ち入り防止柵への利用

 

暗渠排水管

暗渠排水管

ホタテ貝殻



「４．観光交流の促進」に向けた主な取組事例（１）

取組事例 シーニックバイウェイ制度の推進

部会報告 ○ 北海道の「ブランド力」を生かす新しい観光の実現

該当箇所 ・自然や環境を活かした観光など新しい観光客ニーズに対応する観光の実施

と道外へのアピール

取組の概要 １．美しく個性的な北海道づくりを目指して、地域住民と連携して沿道環境

整備など美しいツーリング環境の創造や、地域資源の保全と活用による個

性的な地域環境の創造を図ることにより、国民及び海外からの旅行者に対

して質の高い旅行空間を提供するとともに、これら諸活動等を通して観光

客入込数の増大及びそれに伴う観光産業の振興と地域における雇用の創出

を目的として、米国で取り組まれているシーニックバイウェイ制度を参考

とし、北海道独自の制度を検討。

２．国土交通省としては、平成１５年２月に「シーニックバイウェイ制度導

入検討委員会」を設置した。また、委員会事務局内に組織されたリソース

センターにおいて活動の支援を行っている。

３．平成１５年度は、モデルルート（千歳～ニセコ、旭川～占冠）について

申請のあった３２団体を活動団体として認定した。活動団体はワークショ

ップと分科会を組織し、モデルルートの将来像などの討議を行っている。

． 、 、 。４ 今後 活動団体の追加認定 制度の検討等が行われることとなっている

取組の主体 地域の 法人、地域住民、市町村、北海道庁、北海道局等NPO

そ の 他



○制度の理念・目的

○推進のための基本方針

○参加団体の活動内容

○行政機関があわせて行う事業例

○モデルルート



「４．観光交流の促進」に向けた主な取組事例（２）

取組事例 アウトドアガイドの活用

部会報告 ○ 北海道の「ブランド力」を生かす新しい観光の実現

該当箇所 ・自然や環境を活かした観光など新しい観光客ニーズに対応する観光の実施

と道外へのアピール

・多様な主体によるホスピタリティや娯楽性を強化した既存の観光産業構造

の再構築

○ 地域の魅力・価値の効果的発現

・道内の研究機関、大学などと協働した学習型観光、ガイドの解説による観

光やホスピタリティ向上のための人材育成

取組の概要 １．雄大で美しい大自然に恵まれた北海道では、登山、カヌー、ラフティン

グなどのアウトドア活動を楽しんでいる。一方で、活動人口や関連ビジネ

スの急速な拡大に伴い、その安全性やサービスの質の確保、ゴミ処理など

が問題となっている。

２．このため、一定レベル以上の優れたアウトドアガイドを認定するととも

に、安全で質の高いサービスを提供する優良事業者を道が登録する北海道

独自の制度を平成１４年４月から導入した。また、研修会等を実施しガイ

ドの育成を図っている。

３．現在までに、資格認定のための筆記試験が１４年度及び１５年度に２回

ずつ、実技試験がそれぞれ随時に行われており、３００名程度が資格を取

得している。

（参考）設定されている分野

①山岳、②自然、③カヌー、④ラフティング、⑤トレイルライディング

取組の主体 北海道庁、ＮＰＯ法人北海道アウトドア協会

そ の 他 予算措置 平成 年度 ５２百万円（北海道庁）15



北海道アウトドア資格制度



「４．観光交流の促進」に向けた主な取組事例（３）

取組事例 広域ドライブ観光に関する総合的道案内システムの構築

部会報告 ○ 北海道の「ブランド力」を生かす新しい観光の実現

該当箇所 ・自然や環境を活かした観光など新しい観光客ニーズに対応する観光の実施

と道外へのアピール

取組の概要 １．後志管内は北海道でも有数の観光エリアであるが、交通渋滞の発生や必

要な情報の不足等の問題が生じている。こうした問題を解決し、より快適

な後志のドライブ観光を実現するためには、近年の 技術を活用しながIT
ら、道路・気象情報、観光・地域情報等を地域自らが発信することが重要

である。

２．このため、後志観光連盟は、平成１２～１３年度の「滞在型観光交流空

間づくりモデル事業 、平成１４年度の国土交通省社会実験「広域ドライ」

ブ観光に関する総合的道案内システムの実験」の結果を受け、快適なドラ

イブ環境の創出を図るため、平成１５年度にドライブ観光の快適性の向上

を目指すために、広域ドライブ観光に関する総合的道案内システムの実験

を行っているところ。

３．具体的には、ホームページ（ｉネット）を開設し、利用者の満足度を検

証するための運用実験を行っている。

(参考)しりべしｉネットの内容

・地域だより～２０市町村の地域の動き等

・お助け情報～時刻表、病院、金融機関、ガソリンスタンド

・お勧め情報～口コミなど旅行者の声

・公 的 情 報～道路情報、気象情報、交通情報、道の駅情報、距離時間検

索情報等

４．また、道の駅等を活用して、地域情報の発信基地である観光案内所（ｉ

センター）を整備（現在７箇所）し、道路・交通情報、気象情報などの公

的情報と地域観光情報の総合的な融合を図っている。

５．今後、運用実験の結果を踏まえ、平成１６年度以降の本格稼動のための

運営手法等を検討する。

取組の主体 後志観光連盟、北海道開発局、北海道後志支庁、北海道地区道の駅連絡会

そ の 他



 

 

 

 



「４．新たな産業育成」に向けた主な取組事例（４）

取組事例 観光交流空間づくりモデル事業の実施

部会報告 ○ 地域の魅力・価値の効果的発現

NP該当箇所 ・長期滞在型の広域モデル地域・モデル観光ルート等の魅力増進を図る

などによる地域価値の発現・景観形成O

取組の概要 １．地域の経済活性化、生活環境向上及び国民等の観光ニーズに応えること

を目的として、地域特性を踏まえた観光戦略に基づき、多様な地域資源を

活用し、地域の幅広い関係者が一体となって進める観光を軸とした良好な

地域づくりと観光交流拡大の取組み（観光交流空間づくり）に国土交通省

が所管のハード及びソフトの事業、施策により総合的重点的に支援を行う

「観光交流空間づくりモデル事業」を平成１５年度から実施。

２．平成１５年度は、１７の協議会から応募があり、このうち後志を含む８

箇所を選定。

３．後志地域広域連携観光交流推進協議会においては、平成１６年１月にア

クションプログラムを作成。今後、旅行商品の開発等を検討する予定。

取組の主体 関係市町村が設置する「広域連携観光交流推進協議会」

（ 広域連携観光交流推進協議会」は、有識者、旅行事業者、 等の関係「 NPO

団体の代表、地元関係者、関係市町村職員、関係都道府県職員等で構成）

そ の 他 予算措置 平成 年度 １４１百万円の内数16



学識経験者観光関係事業者

ＮＰＯ

河川行政

港湾空港行政観光行政

道の駅

賑わいの道づくり事業

　リバー・ツーリズム

　　火山地域の観光資源周辺　　
の防災・整備

ポイント：地域の自助努力

　→３年で20～30エリア

　→予算配分上の配慮

開発局 運輸局

　　国土交通本省　　
（事業調整推進会議）

広域連携観光交流
推進協議会

①
地
区
募
集

④
選
定

③
選
定
申
出

国土総合開発
事業調整費

・進度調整等

・他省庁・地方自治体
　等の事業、計画や制
　度とも連携

事業実施時に活用

ＮＰＯ ⑤支援・連携
モデルエリアでの
施策の実践に参画

②策定

Ａ
市
Ｂ
村
Ｃ
町

⑤海外への宣伝など、キャンペーンの
　実施による交流人口の増加

映画ロケ隊の誘致

観光案内の充実

官庁営繕行政

歴史的官庁施設の保存・再生整備

公共建築物保存活用ガイドラインの
普及

　構　　想　

地域の観光戦略

事業プラン（ハード・ソフト）

都市・住宅行政

景観形成・保全（地区計画、
風致地区、伝統的建造物群保
存地区等制度の活用）

公園整備による拠点形成

街なみ環境整備事業

・・・
・・・

・・・

・・・

バス輸送の利便性向上

低公害バスへの転換促進

自動車交通行政

・・・

特定開発事業
推進費

・・・

等

道路行政

・・・

まちづくり総合支援事業

ハード・ソフト施策の総合化ハード・ソフト施策の総合化

良好な港湾景観の形成

歴史的資源を活かした港湾空間づくり

旅客船ターミナルの整備
・・・

○観光交流空間づくりモデル事業の実施

◆　北海道後志（しりべし）が目指すものは

『広大な北海道の魅力の全てを、後志で手軽に味わいたい！』

後志スロー・コリドー構想　を実現します。※（コリドー＝回廊）

・ディスカバー“しりべし”プロジェクト～多様な魅力の発掘と後志流旅の提案

・美しい“しりべし”プロジェクト～美しい景観と温かい心による歓迎

・快適交通プロジェクト～スピーディーなアクセスとスローでハイクオリティな地域内移動

・観光．comプロジェクト～地域の旬な情報の発信・提供システムの確立

様々な出会いと発見　　（出会い・発見の旅）
わがままな自分だけの旅　　　　（自分流の旅）

ゆったりとした楽しみと安らぎ　　（スローな旅）



「５．国際交流と人材育成の拠点づくり」に向けた主な取組事例（１）

取組事例 構造改革特区による外国人研究者の受け入れ

部会報告 ○ 国際交流

該当箇所 ・北海道ブランドの確立と海外展開、海外資本及び海外からの優秀な人材誘

致のための官民挙げての取組

取組の概要 １．現在、地方公共団体や民間事業者との自発的な立案により、地域の特性

に応じた規制の特例を導入する特定の区域を設け、その地域の構造改革を

進めることで、地域経済の活性化につなげる構造改革特区の導入を進めて

いる。

２．北海道においても１２の特区が認定されているが、このうち、北海道、

札幌市による｢さっぽろベンチャー創出特区｣、函館市による「マリン・フ

ロンティア科学技術研究特区｣においては外国人研究者受入れ促進、外国

人の入国、在留申請の優先処理の特例措置がなされた。

３．これにより｢さっぽろベンチャー創出特区｣では大学や研究機関の研究成

果を活用したベンチャー企業などの新産業の創出の促進、研究開発から事

業化までの一貫した取り組みを推進するリサーチアンドビジネスパークの

形成が 「マリン・フロンティア科学技術研究特区｣では研究環境の向上、

や産学官連携の強化が期待される。

取組の主体 北海道庁、札幌市、函館市、大学等

そ の 他



１ 

さっぽろベンチャー創出特区 
 

都道府県名： 
北海道 

申請主体名： 北海道、札幌市 

区域の範囲： 札幌市の全域 

 

 

 

特区の概要： 北海道大学をはじめとする優れた研究機関の集積を生かして、

外国人研究者の受入促進や産学官連携による研究開発の促進

のための規制の特例を導入し、大学や研究機関の研究成果を活

用したベンチャー企業など新産業の創出を促進し、研究開発か

ら事業化まで一貫した取り組みを推進するリサーチ＆ビジネ

スパークの形成を図るとともに、既存産業の高度化と新たな産

業創出による重層的な産業基盤を構築する。 

 

適用される規 

制の特例措置： 

・国立大学教員等の勤務時間内兼業の容認 

・外国人研究者受入れ促進 

・外国人の入国、在留申請の優先処理 

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化 

・国有施設等の廉価使用の拡大 

 

 
 

札幌市 

(触媒科学研究センター）
（ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞー 研究ｾﾝﾀ )ー
（創成科学研究機構）

次世代ﾎﾟｽﾄｹﾞﾉﾑ
研究棟先端科学技術

共同研究ｾﾝﾀｰ北海道産学官

協働ｾﾝﾀｰ

創成科学研究棟

研究成果活用
ﾌﾟﾗｻﾞ北海道

道立工業試験場

道立衛生研究所

北海道環境科学研究ｾﾝﾀｰ

道立地質研究所

中心となる

次世代ポストゲノム研究

H15 年度中完成

北大北キャンパス及び周辺エリアにおける研究機関の集積
 

リサーチ＆ビジネスパークにおける 

研究開発から事業化までの好循環サイクル 

 

＜ﾘｻｰﾁ＆ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ＞ 
・大学を核に集積 
・産学官連携促進システム 
・充実した研究外生活環境 

成果の民間移転 

研究開発の促進 

企業･研究機関の誘致 

大学発VBの創出 

教育研究の活性化 
研究資金の確保 

基礎研究･教育の実現 



２ 

マリン・フロンティア科学技術研究特区 
 

都道府県名： 
北海道 

申請主体名： 函館市 

区域の範囲： 函館市の全域 

 

 
 

特区の概要： 太平洋、津軽海峡、日本海という性質の異なる三つの海に囲ま

れた函館市において、北海道大学大学院水産科学研究科などの

水産・海洋に関する学術・研究機関や水産業をはじめとする独

特な産業が集積している地域の特性を活かした「函館国際水

産・海洋都市構想」を推進するため、科学技術研究に関わる規

制の特例を導入し、研究環境の向上や産学官連携の強化を促

し、国際的な水産・海洋に関する学術・研究都市の形成を図る。 
 

適用される規 

制の特例措置： 

・外国人研究者受入れ促進 

・外国人の入国、在留申請の優先処理 

・国の試験研究施設の使用手続きの迅速化、使用の容易化 

・国有施設等の廉価使用の拡大 

 

 

 
 

  

 

函館市 

地域と学術・研究機関の連携イメージ  函館国際水産・海洋都市構想 



「５．国際交流と人材育成の拠点づくり」に向けた主な取組事例（２）

取組事例 洞爺湖周辺地域エコミュージアム構想の推進

部会報告 ○ 教育

該当箇所 ・豊かな自然環境や開放的風土を活かした自然の中で、人間性を育む社会人

教育、青少年教育、趣味の教育の場の全国に対する提供

取組の概要 １．平成１２年３月の有珠山の噴火により、洞爺湖周辺地域は大きな被害を

受けたが、この噴火の遺構を地域の観光資源と結びつけ、地域全体を「博

物館」とした見立てたエコミュージアム構想が地元６市町村により策定さ

れた。

２．このエコミュージアム構想を推進することにより、地元の観光振興や防

災教育の環境整備が図られるほか、地域の歴史・自然・文化への理解が深

まり、修学旅行生などに対する総合的な学習の場の創出が期待される。

取組の主体 「レイクトピア２１」推進協議会エコミュージアム構想策定部会

地元市町村、北海道開発局、北海道庁 等

そ の 他



参 考 資 料

洞 爺 湖 周 辺 地 域 エ コ ミ ュ ー ジ ア ム 全 体 区 域  

 

 

 



「 ． 」 （ ）６ 安全でゆとりある快適な地域社会の形成 に向けた主な取組事例 １

取組事例 有珠山など常時観測５火山における火山防災情報ネットワークの構築

部会報告 ・有珠山など常時観測５火山における火山防災情報ネットワークの構築

該当箇所

取組の概要 １．北海道内には活動が活発な火山が多く存在しており、平成 年 月に12 3

噴火した有珠山では、北海道有数の観光地である洞爺湖温泉街のみならず

全道の観光業とその関連産業にも甚大な影響が発生したことは記憶に新し

い。

２．こうした火山噴火に対応するため有珠山における火山砂防激甚災害対策

特別緊急事業や、樽前山および十勝岳における直轄火山砂防事業を始め、

各火山地域において、火山泥流等による災害から地域を守るため火山砂防

事業が行われている。

３．これらの火山砂防事業と並行し、有珠山、北海道駒ヶ岳、樽前山、十勝

岳、雌阿寒岳５つの気象庁常時観測火山においては、監視体制の重点整備

と火山防災情報の共有化を推進している。

４．モデル的に進められてきた北海道駒ヶ岳に続いて、有珠山において平成

年度までに周辺地域の防災関係機関（北海道開発局、北海道、関係市16

町村）において監視カメラ画像等の火山防災情報をリアルタイムで共有化

する「有珠山火山防災ＷＡＮ（ 」を構築する。他火山Wide Area Network）

においても、監視機器の整備等が進められており、順次ネットワーク化が

進められていく予定である。

取組の主体 北海道開発局、北海道庁、関係各市町村

そ の 他 予算措置 平成 年度補正 百万円14 200

平成 年度 百万円15 820

平成 年度 百万円16 780



 

（参 考 資 料）   

有珠山における火山防災情報のネットワーク化について 

・ 平成 12 年 3 月の有珠山噴火により、北海道有数の観光地である洞爺湖温泉街の観光業

とその関連産業にも甚大な被害が発生した。 

・ 火山砂防激甚災害対策特別緊急事業等により、平成 13 年度より洞爺湖温泉街を泥流災

害から保全する遊砂地の整備など、火山を中心とした観光振興や防災・環境教育に資す

る施設整備を推進してきている。 

・ これと平行し、有珠山をはじめ、北海道駒ヶ岳、樽前山、十勝岳、雌阿寒岳の５つの気

象庁常時観測火山において、監視体制の重点整備と火山防災情報の共有化を推進してい

る。モデル的に進められてきた北海道駒ヶ岳に続いて、有珠山では平成 16 年度までに

周辺地域の防災関係機関（北海道開発局、北海道、関係市町村）において監視カメラ画

像等の火山防災情報をリアルタイムで共有化する「有珠山火山防災ＷＡＮ（Wide Area 

Network）」を構築する。 

 
 

 

 

 

 

  

監視カメラ 監視局 

有珠山火山防災WANイメージ図 

有珠山の噴火（平成 12年 3月） 

北海道の 

常時観測５火山 



「 ． 」 （ ）６ 安全でゆとりある快適な地域社会の形成 に向けた主な取組事例 ２

取組事例 冬期道路条件下の重大事故防止に関する研究

部会報告 ・積雪寒冷地の安全走行支援のための道路情報収集・提供方法の高度化

該当箇所

取組の概要

１．吹雪対策としては、景観に好ましいものとして、或いは北海道らしい道

、 、 、路として防雪林が望ましいが 地形上 または樹木が生長するまでの期間

防雪柵が使用される。現在、吹雪対策に用いられている既存の防雪柵は、

高盛土道路に対して有効ではないほか、吹き払い柵は斜風向に対して効果

、 。が弱いため これらの課題を解決する高機能な防雪柵の検討が必要である

２．このため、北海道開発土木研究所において平成１５年度に現状の防雪柵

の課題抽出と合わせ数値シミュレーションや風洞実験による柵の改良案の

絞り込み並びに実物大の模型柵を屋外に設置して試験を実施した。

３．実地試験の結果、視程約 以上の場合には、従来型に比べ開発品の200m

ほうが視程障害緩和効果の高い事が確認された。引き続き平成１６年度に

おいても、視程が を下回る場合についての調査検討を継続して進め200m

ているところであり、コスト的にも効率的にも優れた防雪柵の開発を進め

ていく。

取組の主体 北海道開発土木研究所、民間共同研究機関

そ の 他 予算措置 平成 年度 １０ 百万円15

平成 年度 ５ 百万円16



（参 考 資 料）

図．高盛土への防雪柵の設置事例

図．風洞実験の開発柵の模型

図 現地試験の様子



「 ． 」 （ ）６ 安全でゆとりある快適な地域社会の形成 に向けた主な取組事例 ３

取組事例 ランブル・ストリップスによる交通事故対策

部会報告 ・積雪寒冷地の安全走行支援のための道路情報収集・提供方法の高度化

該当箇所

取組の概要 １．北海道の交通死亡事故は平成４年度以来１２年連続ワーストワンと高い

発生件数となっている。その約半数を占める国道での死亡事故は郊外部で

多く発生する傾向にあり、約６割が車両相互の事故である。車両相互の事

故のうち７４％は正面衝突事故となっている。

２．都市間距離が長く単調な道路が続くためドライバーの注意力が散漫にな

ることや郊外部では旅行速度が高いことなどが要因と推測される。

３．これらを踏まえ、交通事故危険箇所の重点的な対策を行うとともに郊外

２車線区間の正面衝突事故対策に重点的に取り組んでおり、対策として中

央分離帯のほか設置コストの優れているランブルストリップスの設置を行

い整備効果を検証しているところである。

取組の主体 北海道開発局

そ の 他 平成１５年度 １２路線 ３５ｋｍ

平成１６年度 １３路線 １００ｋｍ



（参 考 資 料）

■ 交通事故の発生状況

■ ランブルストリップス

上下車線境界に溝を連続的に設置し、音と振動で「ぼんやり・居眠り」による対向車線への

逸脱を注意喚起することにより正面衝突事故を防止する。当工法は路面を切削するため、除雪

の障害とならず、維持管理が容易であるとともに、設置コストにも優れている。

 事故類型別（％）

0.0% 
20.0% 
40.0% 
60.0% 
80.0% 
100.0% 

正面衝突 追突 出合頭 その他 

車両相互内訳（％）

人対
車両

自 転 車
対 車 両

車 両
単 独

踏 切
事 故

車両
相互

62.7 27.5 7.2 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

非市街地 

  

 

  

 拡大写真 

 車両相互内訳（％）



「 ． 」 （ ）６ 安全でゆとりある快適な地域社会の形成 に向けた主な取組事例 ４

取組事例 インターネット技術を活用した道路情報システムに関する研究

部会報告 ・積雪寒冷地の安全走行支援のための道路情報収集・提供方法の高度化

該当箇所

取組の概要 １．車を利用して個人、家庭単位での観光が増加している状況下で、冬期道

路情報は積雪寒冷地の社会基盤情報として非常に重要であり、急速に普及

してきたインターネットを活用することで、より高度な情報提供が可能に

なる。

２．道路情報の高度利用により地域社会生活の安全性・安心性の向上を図る

ため、北海道開発土木研究所を中心に平成 年度から平成 年度まで、13 17

道路情報を高度に利用するための次世代インタ－ネット記述言語 技XML

術を活用した道路情報システムに必要な基礎技術の開発を行っている。

３．この一環として、平成 年 月には道路関連情報の である「道15 11 XML

路用 記述言語 」の仕様書を策定し、同研究所のホームページWeb RWML

に公開した。 を活用することで、各所に分散配置されたサーバ間RWML

でインターネットを通じデータ交換することができ、効率的に情報を収集

・編集・提供するシステムの実現が可能となる。また、平成 年度の冬15

、 「 」季には 官民連携による冬期道路の情報収集・提供実験 しりべしｅ街道

実験を実施し、道路管理者や気象機関、地域の情報提供者から、きめ細や

かな道路情報を収集し、道路利用者に提供することができた。引き続き実

用化に向けての研究を進めていく。

取組の主体 実施機関：北海道開発土木研究所、(財)北海道道路管理技術センター、(財)

日本気象協会北海道支社、北海道開発局

協力：後志観光連盟やボランティアの方々

そ の 他 予算措置 平成 年度 ５ 百万円15

平成 年度 ５ 百万円16



（参 考 資 料）

図． しりべしｅ街道実験の体制概念図

図． しりべし・ｅ街道実験ホームページ



「７．人流・物流・情報流の基幹的ネットワークの推進」に向けた主な取

り組み事例（１）

取組事例 高規格幹線道路、地域高規格道路の重点的整備の推進

部会報告 ・高速交通ネットワークの早期形成のための総合的対策の推進

該当箇所

取組の概要 １．広域分散型の社会構造を有する北海道において、自立的な発展に向けて

は、時間距離の短縮を図り、物流や人流の効率化を進めることはきわめて

重要である。

２．高規格幹線道路は自動車の高速交通を確保し、多極分散型国土の形成を

14,000km 1,825km図るための自動車専用道路で、全国 、北海道においては

から構成されており、北海道における高規格幹線道路の供用延長は平成１

５年度末で で、供用率は と全国の供用率 と比べ非常に整668km 37% 61%

備が遅れている。

３．このため、道路事業費のうち平成１５年度には ％、平成１６年度27.9

には ％を高規格幹線道路・地域高規格道路に充当するなど重点的な28.4

整備に努めているとともに、追加 を設置するなどして整備効果の早期IC

発現に努めているところである。また、地域高規格道路道央圏連絡道路を

はじめ主要な空港と港湾等を連絡する道路の整備を進め、交通機関相互の

連携強化を図っている。

取組の主体 北海道開発局、北海道庁

そ の 他 予算措置 平成 年度 百万円15 125,790

平成 年度 百万円16 120,110



平成１５年度末現在

地域高規格道路

北海道縦貫自動車道
豊富IC～開源IC　L=16km
（平成16年度供用予定）

深川留萌自動車道
沼田IC～北竜IC　L=7km
（平成16年度供用予定）

旭川紋別自動車道
愛別IC～愛山IC　L=10km
（平成16年度供用予定）

十勝清水

小樽

余市

札幌

千歳恵庭

本別J 本別

釧路 根室

北見

端野 網走
遠軽

紋別

帯広
池田

広尾

大樹静内

浦河

旭川

比布
和寒

名寄

稚内

留萌

深川

黒松内

国縫

七飯七飯

函館

江差

苫小牧東

夕張

足寄

木古内

士別剣淵

供 用 区 間

整 備 計 画 区 間

うち直轄整備区間

基 本 計 画 区 間

予 定 路 線 区 間

16年度新規供用区間

供 用 区 間

事 業 中

計 画 中

16年度新規供用区間

供 用 区 間

事 業 区 間

計 画 路 線

候 補 路 線

16年度新規供用区間

高速自動車国道

凡　　例

一般国道自動車専用道路

高 規 格 幹 線 道 路 等 網 図

北海道縦貫自動車道
和寒IC～士別剣淵IC L=16km
（平成15年10月4日供用）

深川留萌自動車道
秩父別IC～沼田IC  L=8km
（平成15年7月17日供用）

旭川紋別自動車道
比布JCT～愛別IC  L=10km
（平成16年3月27日供用）

北海道横断自動車道
池田IC～本別IC･足寄IC L=32km
（平成15年6月8日供用）

日高自動車道
厚真IC～鵡川IC L=9km
（平成15年8月10日供用）

高規格幹線道路 （単位：km）

高速自動車国道 1,375 11,520

　供用区間 538 (27) 7,343 (556)

本州四国連絡道路 - 180

　供用区間 - 164

一般国道自動車専用道路 450 2,300

　供用区間 103 490

総延長 1,825 14,000

供用延長<供用率> 668 <36.6%> 8,553 <61.1%>

平成15年度末現在
※（ ）内は、高速自動車国道に並行する一般国道自専道で外書きで
　あり、高規格幹線道路の総計には含まれている。

北海道 全 国

地域高規格道路（北海道）

路線数 延長(km)

候補路線 3

計画路線 9 538

　供用延長 23

平成15年度末現在



「７．人流・物流・情報流の基幹的ネットワークの推進」に向けた主な取

組事例（２）

取組事例 旭川紋別自動車道追加インターチェンジ設置による早期部分供用

部会報告 ・高速交通ネットワークの早期形成のための総合的対策の推進

該当箇所

取組の概要 １．物流効率化や暮らしの質向上などを目的とした高速交通ネットワークづ

くりに向け、高規格幹線道路の整備を進めている。

２．旭川紋別自動車道は、北海道縦貫自動車道と一体となって高速交通ネッ

トワークを形成し、道北圏とオホーツク圏の交流を活発化させることが期

待される延長１３０ｋｍの高規格幹線道路である。昭和６３年度から事業

が開始されており、平成１６年３月までに比布ＪＣＴ～愛別ＩＣ間及び浮

島ＩＣ～白滝ＩＣ間の計２９ｋｍが開通する。

３．当初の計画では延長１７ の愛別上川道路（愛別 ～上川 ）が平km IC IC

成１８年度を目標に開通する予定であるが、ネットワークの効果を早期に

発現させるため、インターチェンジを新たに設置し（愛山ＩＣ 、平成１）

６年度に愛別上川道路１７ｋｍの内約１０ｋｍの部分供用を図るものであ

る。

取組の主体 北海道開発局

そ の 他 早期整備による便益 ２８億円

愛別上川道路 （Ｌ＝１７ｋｍ）供用 平成１８年度目標

→愛山追加インター（Ｌ＝１０ｋｍ）供用 平成１６年度





「７．人流・物流・情報流の基幹的ネットワークの推進」に向けた主な取

組事例（３）

取組事例 国際的物流機能強化のための、石狩湾新港における多目的国際ターミナル整

備及び関連する道路ネットワークの総合的整備

部会報告 ・物流コスト削減を始めとする国際的物流機能強化のための国際海上コンテ

該当箇所 ナターミナル及び多目的国際ターミナルの重点整備

取組の概要 １．外航船舶は年々大型化しており輸送コスト削減のためには、地域におけ

る貨物需要に応じて大型岸壁を有する多目的国際ターミナルの適正な配置

が必要となっている。

物流の効率化（船舶の大型化・陸送距離の短縮）を実現し、低迷する北

海道経済の活性化に資するため、石狩湾新港等に多目的国際ターミナルを

整備するとともに、関連する道路ネットワーク整備を図る。

２．石狩湾新港には、現在大型船の接岸できる大型岸壁が無いため、周辺の

工場等は、必要原料等を苫小牧港より陸送している。物流を効率化し、輸

送コスト縮減のため多目的国際ターミナルを整備する （平成１７年春に。

暫定供用）-10m

． （ ）３ 多目的国際ターミナル整備とともに関連する道央圏連絡道路 ３３７号

の一体的整備を図り、札幌都市圏を迂回した効率的な貨物輸送ルートを整

備している。

取組の主体 北海道開発局

石狩湾新港管理組合

そ の 他 予算措置（石狩湾新港多目的国際ターミナル整備事業費）

平成１５年度 百万円5,849

平成１６年度 百万円3,068



 物流効率化を図るための多目的国際ターミナルの整備   

 
 
 

物流の効率化による輸送コスト削減 

年間４０億円 

・ 輸送距離短縮による陸送コストの
縮減 
・ 船舶の大型化による海上輸送コス
トの縮減 

石狩湾新港の整備効果事例 
高規格幹線道路 一般国道 

新千歳 
空港 

小樽 

札幌 

岩見沢 

滝川 

芦別 

室蘭 

苫小牧 

倶知安 

千歳 

深川 

その他の道路 

５万Ｄ/Ｗ 

石狩湾新港 

３万Ｄ/Ｗ 

苫小牧港 

国道３３７号 

江別（製紙工場） 

整備前ルート 

整備後ルート 

石狩 



８ 「公共事業の効率的・効果的推進」の取り組み（１）．

取組事例 沓形港段階整備

部会報告 今後の北海道開発事業の推進にあたっては、限られた財源の下での事業の

該当箇所 効率性と整備効果の早期実現を図るべきである。

取組の概要 １．利尻島沓形港では、①石材の積出岸壁の不足、②大規模地震時の避難及

び緊急輸送のための耐震強化岸壁の未整備、③ｸﾙｰｽﾞ船に人気の寄港地で

あるにもかかわらずｸﾙｰｽﾞ船が直接係留できない、等の課題を解決するた

めに港湾整備を実施。

２．整備効果を早期に発現させるため、施設の緊急度に応じて３段階の整備

計画を立て、順次供用を図っていくとともに、大型旅客船についてはコス

ト面から必要最小限度の整備にとどめている。

取組の主体 北海道開発局

そ の 他 予算措置 平成 年度 ２３４百万円（事業費）15

平成 年度 ４０１百万円（事業費）16



 

 

 

 
 
 

 
 
利尻島沓形港において、貨物需要や大規模地震時の対応のほか、クルーズ観光需要にも
応じた国内ターミナルの整備（平成１５年度着手）を促進する。 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第１段階 ■ 概ね３年程度で緊急避難用フェリー（人のみ）、大型旅客船の利用が可能 

第２段階 ■ 概ね５年程度で緊急用のフェリー（人、貨物）の利用が可能 

第３段階 ■ 概ね７年程度で貨物船の利用が可能 

沓形沖の飛鳥  
 

海上でテンダーボートへの乗換え  

① 石材の積出岸壁の不足。 
② 大規模地震時に避難及び緊急物資輸送の
海上ルートが確保できない可能性。 
③ 大型旅客船が直接係留できない。 

現状の課題 

事業計画を工夫して段階的に整
備をし、３つの要請を１つのター
ミナルで実現 

人流・物流・情報流の基幹的ﾈｯﾄﾜｰｸの推進 
～  沓 形 港 の段 階 整 備  ～ 

（１）最小限のコストで多目的な用途に対応できるターミナルが実現 

（２）段階整備によって早期の利用開始が可能 

大型旅客船の係留に必要
なドルフィン  

約 18％のコスト追加で大型旅客船の直接係留が実現 

旅客船 

貨物船・フェリー

貨物船・緊急時フェリー用岸壁  



８ 「公共事業の効率的・効果的推進」の取り組み（２）．

取組事例 北海道らしい道路構造の検討（岩内共和道路）

部会報告 北海道の資質や今後の経済社会情勢の変化を踏まえ、北海道の特性にあっ

該当箇所 た規制や基準（北海道スタンダード）の提案など北海道独自の取り組みを進

める必要がある。

取組の概要 １．地域特性を活かした効率的・効果的な社会資本整備を進めるため、標準

的基準等に代えるもののみではなく現行の枠組みの中でも対応可能な取り

組みを「北海道スタンダード」として、今後の北海道における標準的な基

準や手法とすべく、先駆的・実験的な取り組みを進める。

２ 平成１５年度に北海道らしい道路を考え 実践する事を目的として 岩． 、 、「

内共和道路」を実験路線として検討委員会（委員長：斉藤新一郎、委員：

小野寺淳子・駒形 勲・高橋 清・森嶋敏行、アドバイザー：家田 仁・石

田東生）を設置した。１５年度に開催した２回の委員会で、景観面に配慮

した防雪林の活用や駐車場たまり機能についてはおおむね方針が決定さ

れ、さらに北海道の道路のあり方を別途検討するプロジェクトチームを新

たに設けた。

３．平成１６年度より、プロジェクトチームの中で、北海道に適合した走行

速度（中央分離帯構造・視線誘導・冬季速度規制・運転者の走行感覚）や

合理的効率的な道路管理（摩擦係数による管理・凍結防止剤の検討・速度

規制 、新たな交差点構造に関する専門的な検討等を行う。）

４ 「岩内共和道路」では、実験路線として様々な試みを行いながら、モニ．

タリングを行い、そこから得られる成果を 「北海道スタンダード」とし、

て全道的な道路整備に役立てる予定である。

取組の主体 北海道開発局

そ の 他 予算措置 平成 年度 ５０百万円15

平成 年度 １１０百万円16



　　　　　　　　

北海道スタンダードの導入

【北海道の新しい道路づくり】

～　一般国道276号岩内共和道路における検討事例　～

　北海道の地域特性に対応した道路構造を積極的に導入し、豊かな自然を活かした北海道ら
しい、またコスト縮減に資する道路事業を展開します。

北海道スタンダード？
北海道においては、地域特性を活かした効率的・効果的な社
会資本整備を進めるため、標準的基準等に代えるもののみで
はなく、現行の枠組みの中でも対応可能な取り組みを今後の
北海道における標準的な基準や手法とすべく、これらの基準
等を表現しています。

景観にも配慮
した防雪林

視線誘導樹ﾗｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞによって
自然らしい丸みを持
たせた盛土形状

北海道スタンダードを活用した
整備イメージ

ITS技術を活用した安全
運転の支援等の検討

植栽を用いた
中央分離帯

電線類の移設・撤去

【北海道スタンダードのイメージモデル】

～　北海道縦貫道(和寒～士別剣淵)　～

人工構造物ではなく既
存林を活用し、景観に
配慮した中央分離帯

上下線分離により自
然景観の改変を小さ
くし、自然と融合した
道路構造

人工の防雪柵に代わ
り既存林を活用し、コ
スト縮減を考慮した
防雪対策

固定式視
線誘導柱

人工的な
盛土形状

電線・電柱

吹止め式防雪柵
(固定式のため無
積雪期に撤去され
ない)

従来型の整備イメージ

人工構造物を用いた
中央分離帯



８ 「公共事業の効率的・効果的推進」の取り組み（３）．

取組事例 北海道らしい道路構造の検討（豊富バイパス）

部会報告 北海道の資質や今後の経済社会情勢の変化を踏まえ、北海道の特性にあっ

該当箇所 た規制や基準（北海道スタンダード）の提案など北海道独自の取り組みを進

める必要がある。

取組の概要 １．地域特性を活かした効率的・効果的な社会資本整備を進めるため、標準

的基準等に代えるもののみではなく現行の枠組みの中でも対応可能な取り

組みを「北海道スタンダード」として、今後の北海道における標準的な基

準や手法とすべく、先駆的・実験的な取り組みを進める。

． （ ） 、２ 冬期間の厳しい季節風による雪害 視程障害・吹き溜まり 対策として

これまで、防雪柵や防雪林等の雪害対策を実施してきたが、防雪柵は景観

を阻害することが課題であり、また、防雪林は樹木の生長に時間を要する

ため造成から効果が発揮されるまでに１０年以上の期間を要することが課

題となっている。

３．道北地域の豊富バイパスは冬季の季節風により雪害が特に厳しい路線で

あるが、自然環境との調和、コスト縮減及び防雪効果の早期発現を図るた

め、既存林を防雪林として利用できる平面設計を設定。

４．また、当初防雪柵により雪害対策を行った箇所についても、北海道らし

い自然景観を取り戻すため、順次防雪林に転換することとし、植樹して必

要な樹高に達した路線は防雪柵を撤去する。

取組の主体 北海道開発局

そ の 他 予算措置 平成 年度 ５，６３０百万円（当初）15

平成 年度 ２，５７０百万円（当初）完成供用予定16
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（参 考 資 料）

防雪林 防雪林設置前 防雪林設置後

防雪柵
既存林を活用した防雪林（豊富町　豊富バイパス）


